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第7章 技術及びシステムの研究開発

第1節 概 況

様 々な態様をもって社会経済の諸活動を支えている電気通信の基盤をなす

ものは,基 礎か ら応用にわたる広範な技術であ り,ま たこれ らを組み合わせ

たシステムである。本章ではこの技術及びシステムについて我が国の関係研

究機関において行われている主な研究開発の状況について述べ る。

電気通信は社会経済からの要請への対応 と電子通信技術の進歩 とあいまっ

て近年高度な発展を遂げ,欧 米の先進国と肩を並べ るほどの水準に達 した。

しかしながら更に便利で快適な生活を求める国民のニーズは,電 気通信の面

でも一層のサービスの向上と改善を希求 してお り,こ れにこたえて新たな技

術やシステムの研究開発が進められている。

まず,電 気通信を支える基礎的な技術としては,固 体素子の開発を中心と

す る電子技術がある。この分野での技術進歩は トランジスタからIC及 びL

SIの 実現を可能とし,コ ンピュータ等各種電子機器の小型化,高 信頼化や

情報処理の高速度化の達成に寄与 している。電子技術は今後ますますその範

囲を拡大し発展を続けるものと予想されるが,そ の足掛 りとして新 しい物理

現象の探究と機能素子の開発,あ るいはオプトエレクト目ニクスのような革

新的な技術の研究開発が行われようとしている。

電波技術については,近 年の周波数のひっ迫とともに資源としての電波と

い う考え方が強ま り,た とえぽ ミリ波帯の開発や既利用周波数帯の再開発と

いった観点からの研究開発が積極的に行われている。特に,利 用周波数帯を

光領域にまで拡張 したレーザについては,そ の応用分野が通信,計 測,情 報

処理と広 く,今 後,画 期的なエ レクトロニクスの分野として切 り開かれるこ

とが期待される。

次に電気通信の分野の新しい技術及びシステムとしての電子交換方式,大
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容量伝送方式,画 像通信及びデータ通信をあげることができる。

既に実用期に入った電子交換方式は,ICメ モ リの導入によって適用領域

の拡大が図られ,中 小規模での試験が実施されまた国際通信の面でも独自の

システムが導入 されている。

ますます増大する通信需要を満たすために大容量通信方式の開発が一層重

要になってお り,1シ ステムあた り400Mb/s(電 話換算5,760回 線),18心

標準同軸ケーブルでは電話4万6,080回 線を伝送する大容量同軸PCM方 式

及び20GHz帯 を用いた準 ミリ波無線PCM方 式が実用化されている。

画像通信については,東 京一大阪間のテレビ会議が実用に供されてお り,

また,A4判 原稿を8～15秒 で伝送できる超高速デ ィジタルファクシミリも

試作にとりかかっている。更に,多 摩ニュータウンで行われている生活情報

システムの開発実験は,サ ービスの種類の拡大など更に充実 したものとな り

つつある。

放送の分野では近年増加 しつつある都市内でのテレビジョンの受信障害の

解決に有力と見られるSHF帯 の使用やテレビジョン放送波や超短波放送波

を利用した多重放送についての検討が行われている。

以上のような研究開発を進めている我が国の主要な研究機関としては次の

ようなものがある。

郵政省における研究機関としては電波研究所があ り,そ の規模は研究者が

244名(51年 度末現在,以 下同 じ),51年 度予算は歳出約53億8干 万円,国 庫

債務負担行為約1億8千 万円である。

電電公社,NHK及 び国際電電 もそれぞれ研究部門を持っている。電電公

社には研究開発本部のほか,武 蔵野,横 須賀,茨 城の各電気通信研究所があ

り研究者総数1,818名,51年 度予算は約419億 円である。NHKに は総合技

術研究所及び放送科学基礎研究所があり,研 究者は495名,51年 度研究費は

約41億2千 万円である。国際電信電話研究所は研究者152名,51年 度研究費

約25億1千 万円である。

なお,研 究機関ではないが郵政大臣の諮問機関として25名 の委員 及 び約
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200名 の専門委員からなる電波技術審議会があ り,

に関する事項について調査審議を行っている。

電波の規律に必要な技術

第2節 基 礎 技 術

1大 規模集積回路

大規模集積回路は,機 器の小形軽量化,高 信頼化及び経済化が図れるもの

として,コ ンビ已一タはもとより通信機器など電気通信技術全般に大きく貢

献することが期待され,そ の高集積化のための技術開発が進められてお り,

数 ミリメー トル角当 り4キ ロピット,16キ ロビットの記憶容量を持つメモリ

が実用化 されている。

電電公社において微細パターン形成技術等高集積化の研究が進められてき

たが,6ミ リメートル角当 り64キ巨ビットの記憶容量を持つ超LSIメ モリ

(MOS形 ランダムアクセスメモ リ)の 開発が世界に先がけて成功 し,実 用

化に大きく前進している。

2磁 気バ ブル

磁気パブルは,不 揮発性(電 源が切れても情報が消滅 しない),高 記憶密

度,低 消費電力のほか機械的可動部分がないなど,従 来の記憶素子にない特

徴を持っているため,コ ンピュータや電子交換機等の磁気 ドラム ・磁気ディ

ス ク等に代る新 しいファイルメモ リとして期待されている。

電電公社においては,材 料から装置にわたる研究が進められて,誤 り率な

どの特性が優れ信頼性の向上,小 形化を図った2メ ガビット規模の磁気バブ

ル記憶装置が試作されたのに引き続 き更に経済化を図るため,新 しい単結晶

膜材料の研究,高 密度化のための集積化技術,回 路技術の研究が進められて

いる。

国際電電においては,鉄 を主成分とした非晶質の合金薄膜が磁気バブル用

材料として有効であることに着 目し,そ の特性を生か した装置の実現化につ
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いて材料面からの研究が進められている。また,結 晶材料パブルの応用 とし

て,単 に外部記憶装置としてのみならず,論 理と記憶を組み合わせて高度の

情報処理能力を持つ装置についても基礎的な研究が進められている。

3パ ター ン情報処理

コンピュータの入出力や交換機への信号送出は,タ イプライタや電話機の

ダイヤル等により行われているが,こ れを人間の自然なコミーニケーション

手段でもある音声や文字を用いて,可 能 とするためのパターン情報処理の研

究が進められている。

音声認識については,入 力された音声の周波数スペ クトルパターンを標準

パターンと比較 して分析 し,単 語を認識する方式が研究されている。また,

音声合成では,線 形予測係数等音声の特徴パラメータを用いる方式が主に研

究され,こ れらの研究成果をもとに,会 話音声でコンピュータと対話できる

実験用の質問回答シテスムが試作され研究が進められている。

文字識別については,手 書きの英字,カ ナ文字の識別の研究が進められ,

識別能力の高い位相構造化法の開発が行われている。この識別方法を用いる

ことにより高性能で経済的な文字読取装置の実用化が期待されている。

4光 ケーブル伝送

光ケーブル伝送方式は,光 ファイバを用いていることから,直 径0.1皿 程

度の光ファイバ1本 で,1本 の同軸心と同等あるいはそれ以上の容量の伝送

ができること,低 損失であるため中継距離を長 くできること,光 ファイバの

直径が細いので大束 ケーブルの製造が可能であること,漏 話が無視できるこ

と,限 りある銅資源を使用する必要がないこと,軽 量で可と う性に優れてい

ること,電 力線,電 気軌道等からの外部誘導を受けないことなど,多 くの特

長を有してお り,大 容量伝送方式としてばか りでな く中小容量伝送方式まで

広範囲に適用できるものとして期待されている。このため,各 方面で光源で

ある各種 レーザや発光ダイオー ド,光 ファイバケーブル,中 継器,受 光器,
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変調器等の基礎研究に加えて伝送方式の研究実用化 も行われてる。

電電公社では,多 モー ドファイ・ミとして0.5dB/㎞ を下回る極低損失ファ

イ・ミ,ま た1.OdB/㎞ を下回る単一モー ドファイ・ミの試作が行われたほか,

ファイバの新 しい融着接続技術の開発(平 均損失0.1dB以 下)や 光ファイバ

の連続製造法の発明及び1.05μm帯 の波長での800Mb/sPCM伝 送実験の成

功等の成果をあげている。更に,横 須賀電気通信研究所構内に多モー ド光フ

ァイバケーブルを布設 し,光 中継器と組み合わせた総合的な伝送 実 験 を行

い,32Mb/sで 延長64㎞ の多中継実験に成功するなど実用化に向けての光ケ

ーブル伝送方式の開発が順調に進められている。

国際電電では,光 ファイバの低損失波長領域(波 長1.2～1.4μm)と して,

インジウム ・ガ リウム ・砒素 ・燐及びインジウム ・燐を用いた半導体 レーザ

開発を,デ バイス化容易な結晶面である 〔100〕面を用いて進め,1.31μmの

波長で室温連続発振に成功した。第2-7-1図 に,今 回開発 した半導体 レー

ザの構造を示す。この波長は,光 ファイバの低損失波長領域にあるぼか りで

はなく,光 ファイバの伝送帯域を制限す る一つの要因である材料分散が,ほ

とんど0と なる波長である。引き続 き,更 に長時間の連続発振を実現するた

め,発 振 しきい値の低減化を進めている。

このほか,ク ラッド形光ファイバを中心として,光 ファイバの伝送特性に

関する理論的,実 験的検討を進めている。

第2-7-1図 半導体 レー ザの構造
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第3節 電磁波有効利用技術

1新 周波数帯の開発

(1)準 ミリ波以上の通信方式

近年,情 報化の進展に伴 う通信需要の著 しい伸びを背景として,大 量の通

信需要に対処するための固定地点間情報伝送回線の拡充が強く要請 されてい

る。

一方,従 来からこれ らの大容量の固定地点間情報伝送回線用として活用を

図ってきたマイクロ波帯の電波は,新 しい電波利用分野におけるぽ う大な需

要増とあいまって利用限界に達 しつつある。

このため,郵 政省では,準 ミリ波帯以上の周波数帯における電波の利用開

発を図ることを目的 として,45年 に電波技術審議会に対 して 「準 ミリ波以上

の周波数を使用する電波の利用開発に関するものの うち,固 定地点間情報伝

送の技術的諸問題」について諮問し,同 審議会における審議の結果,49年3

月準 ミリ波帯の電波を使用する大容量デ ィジタル伝送 システム等について一

部答申が行われ,更 に,52年3月 準 ミリ波以上の周波数の電波の伝搬特性,

装置技術の現状と将来の動向及び方式構成上考慮すべき事項について次のよ

うな趣旨の完結答申が行われた。

① 伝搬特性

準 ミリ波以上の高い周波数の電波伝搬においては,大 気の酸素及び水蒸

気分子による吸収並びに降雨による減衰と交 さ偏波識別度の劣化が存在す

る。このため,こ れらの周波数を選定使用するに当っては,こ れらの特性

を総合的に検討して電波の有効利用を図ることが必要である。また,大 気

による減衰特性は理論的に300GHz程 度まで,更 に降雨による減衰特性は

実験的に140GHz程 度まで,お おむね明らかとなっている。

② 部品及び装置等のハードウェア技術

準 ミリ波及び ミリ波帯のハー ドウェア技術の最近の進歩は著 しいものが
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あり,部 品,回 路,装 置の諸特性は信頼性 も含めて,20GHz帯 で既に実

用の域に達 している。また,100GHz程 度までは近い将来実用化が期待さ

れてお り,更 に300GHz程 度までは固体技術の延長線上の技術により,将

来,実 用化の可能性があるものと考えられる。

③ 変調方式

準 ミリ波以上の高い周波数での変調方式は,一 般に干渉に強く,端 局装

置が安価で,中 継による伝送品質の劣化が少ない,従 って周波数の有効利

用が図れるデ ィジタル方式を用いるのが適当である。また,近 距離の画像

伝送用無線方式の場合には,経 済性及びシステムの簡易性の点でアナ巨グ

方式も有効と考えられる。

これらの答申に基づき,郵 政省では公衆通信用の準 ミリ波帯大容量無線

中継方式の免許方針を策定し,51年12月 東京～横浜間において,世 界で初

めて本格的な準 ミリ波帯の実用回線(第2-7-2表)が 導入されたが,更

に,将 来,短 距離区間に適用する小中容量デ ィジタル無線伝送,画 像無線

伝送等の分野で ミリ波帯の電波を利用することが有効と考えられる。

第2-7-2表 準ミリ波帯ディジタル無線伝送方式構成例

回 線 長

回線信頼度

(不か働率)

中継区間距離

使用周波数

伝 送 容 量

2,500k皿

o.3%/年

3㎞ 標 準

17.7～21.2GHz

400Mb/s/1無 線 シ ステ ム

(電話 換 算5,760回 線)

中 継 形 式

変 調 方 式

復 調 方 式

中間周波数

送 信 電 力

受信雑音指数

空 中 線

検波再生 中継方式

4相 差動 位相変調

同期検波 瞬時検 出

1.7GHz

22dBm

IodB

l.8mφ カセ グ レン形送受

共用

(2)250MHz帯 無線呼出方式

無線呼出サービスは相手の人が外出中であっても緊急の用件があることを

通知するサービスであ り,社 会活動の迅速化,高 度化にマッチしていること

もあって,43年7月 東京でサービスを開始 して以来逐次サービスを全国各地
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に拡大 しているが,い ずれの地区でも好評を博し,52年3月 末現在49地 区約

64万加入に達している。

一方,こ の方式で使用 している150MHz帯 周波数は各種業務に利用 され

ているため,新 たに周波数を割当てることが困難な状況にあり,今 後増大す

る需要に対処するため250MHz帯 を利用し,1周 波数当た りの収容加入数

の増大等周波数の有効利用を図るとともに受信機の小形化,連 続使用時間の

延長等機能の拡充を計る方式について検討を進めてきたが,51年6月 か ら51

年9月 にかけ東京において,250MHz帯 実験局により試験を行った結果,満

足な結果を得,実 用化できる見通 しが得られたので今後本方式が導入 される

予定である。

なお本方式の概要は次の通 りである。

ア.呼 出し信号をディジタル化することにより1無 線周波数当た りの加入

者容量を従来の1万 から3万 とし,電 波の有効利用を図る。

イ.受 信機は高密度実装iによる小形化を図るため,LSI等 を採用 し,大 き

さ,重 さは150MHz帯 受信機の7割 である。

ウ.電 池に単3乾 電池を使用 し,連 続使用時間を2か 月以上 とする。

エ.ベ ル音量の2段 切替や3回 呼出1回 鳴音の機能拡充。

(3)800MHz帯 の陸上移動通信

現在,陸 上移動通信には,主 に400MHz帯 以下の電波が利用 されている

が,近 年社会活動の多様化,高 度化にともない自動車等,陸 上移動体との通

信に対する社会的要望が高まりつつあ り,こ れら需要の増加に答えてい くた

めには,よ り高い周波数帯の利用開発を図る必要がある。 このため,昭 和47

年に,郵 政省は電波技術審議会に対 し 「陸上移動業務の800MHz帯 におけ

る技術的条件」について諮問し,50年10月 ～11月 にかけて東京都内において

実施した800MHz帯 に関する実地調査の結果をもとに,51年3月 電波伝搬

特性と都市雑音,有 効な利用形態と伝送品質,無 線機の諸特性,周 波数割当

上考慮すべ き技術条件等について答申が行なわれた。
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(4)250MHz帯 自動内航船舶電話方式

船舶電話は,沿 岸を航行する船舶と陸上の一般加入者間,あ るいは陸上局

を介 して加入船舶相互間の公衆通信サービスを行 うものであ り,使 用周波数

帯は,150MHz帯 のものと250MHz帯 のものがある。通信方式は,両 者と

も同時送受話のできる複信方式であり,交 換方式は現在のところ,交 換手を

介 しての手動交換方式を実施 している。加入船舶数は,51年 度末で150MHz

帯のもの7,036隻,250MHz帯 のもの1,931隻 となっているが,年 々増加の

一途をたどってお り58年度末には約20 ,000隻 が加入するものと見込まれてい

る。自動内航船舶電話方式は従来の船舶交換台経 由の手動接続方式から加入

者ダイヤルによる自動接続方式とし,接 続時間の短縮による周波数使用効率

の向上とサービスの改善をねらいとしたものであり,本 方式の実用化が進め

られている。

使用周波数帯は,現 在の150MHz帯 では新規に割当ての余地がなく,激

増する需要に対処できないと判断されるため,更 に250MHz帯 の追加割当

てが検討されている。この方式の移動局は24チ ャンネル切替えであって,従

来の方式 より更にマルチ ・チャンネル ・アクセスの効果を高め無線回線の使

用効率を向上させる。

自動化のために新たに採用 される技術としては,船 舶位置の自動検出及び

登録,船 舶に対する在圏位置の自動探索等があり,精 度の高いS/N検 出,

高信頼度の無線回線制御信号の授受等の無線技術に電子交換機による自動交

換接続,位 置登録,課 金処理等の交換技術を有機的に組み合わせることによ

って,高 度な移動無線システムが可能となる。

本方式の実用化により,従 来の手動方式にみられた船舶の在圏海域を想定

しなおすといった手間を省き,サ ービス性が向上すると同時に,無 線回線の

無効保留も減少 し,そ の有効利用度が向上す ることとなる。

(5)都 市内受信障害対策用SHF帯 の放送

都市内受信障害はテレビジョン放送が良好に受信できていた地域に高層建

築物等の障害物が出現 したため,電 波がさえぎられた り,反 射した りするこ
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とによって生ずるものであ り,画 面にスノー ・ノイズと呼ぽれる細かいはん

点が現れた り,ゴ ース トと呼ぼれる多重像が現れた りすることである。

このような都市内受信障害を生 じている受信世帯数は,51年 度末現在,全

国で約4万 世帯と推定されてお り,都 市の高層化が進むにつれて,今 後この

数はますます増加するものと思われ,そ の受信対策は大 きな社会問題となっ

ている。

テレビジョン難視聴対策調査会は,50年8月 に行った報告の中で,都 市内

受信障害解消の技術的方策としては,現 在,主 として有線による共同受信施

設が用いられているが,こ のほか多地点送信,微 小電力放送局の設置,送 信

アンテナの高さの変更,SHF帯 放送 ・衛星放送の導入等についても検討す

ることが望ましいと述べている。

一方,電 波技術審議会では,テ レビジョン放送の技術的諸問 題 の うち,

SHF帯(11.7～12.2GHz)の 放送に関 して,そ の考えられる用途とそれに

適する方式,及 び実現可能と考えられる時期について答申すべ く,48年 度か

ら調査審議を行い,SHF帯 の放送としては,都 市内受信障害対策放送用高

品位テ レビジョン放送,静 止画放送等が適することを明らかに した。このう

ち,都 市内受信障害対策用のSHF帯 の放送は,早 期の実現が望 まれ る た

め,特 に重点的に審議を行った結果,都 市内の高層建築物等に起因するしゃ

へい障害,或 いはゴースト障害の解消方法として極めて有効であり,か つ良

質な受信画豫が期待できること及び送信装置,受 信装置についても低れんな

コス トで製造可能であることなどが明らかとなったため,51年11月 に,都 市

内受信障害対策用SHF帯 の放送の方式,送 信の技術基準及び受信設備等そ

の他の技術的条件について,答 申が行われた。

答申の概要は,つ ぎのとお りであり,こ の放送を実施するため の 省令 改

正,免 許方針の策定等行政上の措置 も完了している。

〔答申の概要〕

(1)都 市内受信障害対策用SHF帯 の放送の方式としては,

① 送信側は,現 行のテレビジョン放送に関す る送信の標準方式を基礎と
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し,既 存のVHF帯 又はUHF帯 のテ レビジョン放送の電波をSHF帯

に変換 して,同 時再発射するもの。

② 受信側は,通 常の全チャンネル ・テレビジョン受信機に小型のパラポ

ラアンテナとSHFコ ンバータを付加するもの。

が適当である。

② 送信の技術基準については,周 波数の許容偏差及び音声対映像電力比を

次のとお りとするほかは,現 行規則におけるテレビジョン放送の送信の技

術基準の適用に問題はない。

①SHF帯 の中継放送局の送信周波数の許容偏差は ±10KHz以 内にする

ことが適当である。

②SHF帯 の中継放送局の送信機の音声対映像電力比は1対10に するこ

とが適当である。

(3)受 信設備として全チャンネル ・テ レビジョン受信機iに付加するSHFコ

ンバ ータ及びSHF標 準受信空中線の所要性能は,第2-7-3表 及び第2-

7-4表 とすることが適当である。

{4)置 局に関する技術的条件である最小所要受信電力束密度は,-70dBW/

m2と することが適当である。 また,受 信電力束密度の算定は次式による

ことが適当である。

φ=1010gP-2010gd-71-R-C

φ;受 信電力束密度(dBW/m2)

P;等 価等方幅射電力(W)

d;距 離(㎞)

R;降 雨減衰量(dB)

C;都 市減衰量(6dB)

(6)海 中のレーザ通信

海洋開発の一環 として,レ ーザを利用 し海中での各種の情報を 海 上 へ 高

速,広 帯域に伝送するシステムが強く要望されてきた。

郵政省電波研究所では,技 術開発状況,実 用の可能性等を検討 した結果,



第7章 技 術及び システムの研 究開発 一289一

第2-7-3表SHFコ ンバータの所要性能一
(1)受 信周波数 の帯域幅

(2)出 力周波数 の帯域幅

③ 局部発振周波数

(4)入 力 構 造1三

(5)出 力イ ソピーダ ンス

(6)出 力 レベル

⑦ 入力 レベル許容範囲

⑧ 雑 音 指 数

(9)帯 域 特 性

⑩ イ メージ妨害比

ω 局部発振周波数 の漂

動

㈱ 不 要 輻 射

㈲ ハ ム 変 調

鋤 混 変 調

㈲ ビー ト妨害

㈹ 電 源

㈲ 使用 条件

ll.7～12.2GHz内 の200MHz

470～770MHz内 の200MHz

下 側 指 定 の1波(固 定)

任 意

75ρ 不 平 衡,VSWR3以 下

80～90dBμ(75ρ 終 端 値)

-84～-69dBw

10dB(目 標 値)

チ ャ ンネ ル 内2dB以 内,チ ャ ソネ ル 間6dB以 内

15dB以 上(暫 定)

±300KHz以 内(実 用 限 度 値),土100KHz以 内(目 標

値)

-40dBW以 下(暫 定)

-54dB以 下(50Hz) ,-40dB以 下(60Hz)

7波 最 大 入 力 に て 一46dB以 下

一55dB以 下

AC30V未 満,DC45V未 満 と し,AC,DCの 区 別 お

よび 電 圧 値 は任 意 とす る

屋 外使 用

第2-7-4表SHF標 準受信空中線 の所要性能

項 目 性 能

(1)空 中 線 の種 類

(2)寸 法

(3)絶 対 利 得

(4)実 効 開 口面 積

1010gA(dB㎡)

(5)指 向性 半 値 幅(水 平,

垂 直 と も)

(6)サ イ ドロー プ

(7)VSWR

(8)使 用 条 件

パ ラボ ラ形

40c皿φ

31dB以 上

一12dB以 上

4.5。 以 下

第1サ イ ドロー プは 一25dB以 下

上 記 範 囲 以 外 は 一25dB以 下

規 定 せ ず(コ ンバ ー タ と一 体 と して 考 え る)

耐 風 速40m/s
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大 陸 だ な か ら海 面 上 まで の レーザ 光 に よ る広 帯域 伝 送 シ ステ ムの 開 発 を行 う

こ と と した。

49年 度 に 行 っ た ア ル ゴ ン レーザ の 海 中伝 搬 に続 い て,50年 度 は 水 槽 を使 っ

た モ デ ル 実験 を 行 い,両 者 の結 果 を 比較 検討 した 。 また,水 中 に お け る偏光

保存 性,偏 光 多重 通信 の 可 能性,散 乱光 の時 間遅 れ等 の実 験 的 あ る いは 理 論

的 検 討 を 行 った。51年 度 は 水槽 実験 の ほ か,海 中 レーザ通 信 装 置 の 野外 実験

を 行 った 。

51年2月 横 須 賀 市 久 里 浜 港 内 で,海 水 レ ーザ ス コ ー プの 探知 能 力 を調 ぺ る

野 外 実験 を 行 った が,こ の レー ザ ス コー プは,YAGレ ー一ザ の2倍 高 調 波

(5,320A)を 使用 し,レ ンジ ゲ ー ト方 式 を採 用 した。 実 験 に よる と,一 般 に

使 用 され て い る水 中 テ レ ビジ ョ ンの約4倍 の 探 知 能 力 を もつ こ と が 判 明 し

た 。

2既 利用周波数帯の再開発

(1)リ ン コン ペ ック ス通 信 方 式

郵 政 省 電波 研 究 所 に お い て は,リ ン コ ンペ ッ クス方 式 の 陸 上 移 動無 線 へ の

応 用 に つ い て,コ ン ピュ ー タ シ ミ{レ ー シ ョンに よ る通信 系 の 最適 構 成 の検

討 を48年 度 に行 い,こ の結 果 に 基 づ き,49年 度 は,150MHz帯 リ ンコ ンベ ッ

クス送 受 信装 置(帯 域 幅3kHz)を 試 作 した 。

本 装 置 を使 用 して都 区 内 に お け る伝 搬 実験 を 行 った結 果,同 方 式 は現 行F

M方 式(帯 域 幅16kHz)と 比 較 して 同 等 か 若 干 良 く,SSB方 式 よ りか な り良

い こ とが 判 明 した 。 この成 果 を ま とめ,51年3月 に 開催 され たCCIR中 間

会 議 に寄 与 文 書 と して 提 出 し,新 報 告 案(newdraftRep.AC/8)と して

採 択 され た。51年 度 は リ ンコ ンペ ックス 信 号 発 生 器 を 試 作 して,同 一波 及 び

近 接 波 の 妨 害 特 性 を実 測 した。 これ の実 験 か ら,陸 上 移 動 用 と して の リンコ

ンペ ッ クス方 式 は,現 行FM方 式 と比較 して周 波数 間 隔 を3分 の1程 度 に縮

小 して も同等 の性 能 が 確 保 で き,周 波数 スペ ク トル の有 効 利 用 に対 し,将 来

か な り有 望 な 方 式 に な り得 る見 通 しが つ い た。
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しか し,実 用的 見地 か ら見 れ ば,フ ェー ジ ン グ抑 圧 器 で再 生 で きな い 深 さ

を持つ 信 号 変 動 に応 ず るAGCの 開 発,周 波 数 の高 安 定 化,装 置 の 小 型 化 と

簡略化 に よ る低 コス ト化 等 の解 決 す べ き多 くの問 題 点 が 残 って い る。 現 在 こ

れ らにつ い て 電 波研 究 所 で検 討 中 で あ り,周 波数 安定 化 に つ い て は,新 回路

技術 の応 用 で解 決 で きる見 通 しで あ る。 また,陸 上移 動無 線 に お い て は,フ

ェー ジ ン グが 最 大 の 障 害 とな るが,フ ィール ドテ ス トには 各 種 の 制 約 が あ る

ため,ぼ らつ ぎの 少 な い反 復実 験 が 不 可 能 に近 い 。そ の対 策 と して フ ェ ージ

ングシ ミ凸 レー タを 試 作 し,上 記 リン コ ンペ ッ クスの ほ かFM,SSBな ど

各種 方 式 の比 較 評 価 実験 を 行 うこ と を検 討 して い る。

(2)自 己相 関 関 数 を利 用 した 音 声処 理 方 式(SPAC)

VHF,UHF帯 の移 動 無 線 や,短 波 に よ る音 声 通 信 の需 要 は ます ます 増 大

してい る。 した が って,こ れ らの通 信 に お い て も,電 波 の有 効 利 用 の立 場 か

ら,伝 送 帯域 幅 の 節 約 や 雑 音 や フ ェー ジ ン グに 強 い伝 送 方 式 の 開 発 が望 まれ

てい る。

このた め,電 波 研 究 所 に お い て音 声波 形 を 自己 相 関 波形 に変 換 して接 続 す

る音声 処理 方式SPAC(SpeechProcessingsystembyuseofAutoCorrela.

tionfunction)を50年 に 開 発 した。SPACは,自 己 相 関関 数 の性 質 を巧 妙 に

利 用す る こ とに よ り,音 声 周 波数 帯域 の圧 縮 ・拡 大 と,雑 音 や ひず み の 減少

を合わ せ て行 うこ とが で き,上 記 の問 題 解 決 に こた え られ る可 能 性 が あ る も

ので あ る。

51年 度 は,SPACの 雑 音 低 減 能 力を 理 論 的 に解 析 し,S/NがOdBの 信号

のS/Nを10dB以 上 も改 善 で き る こ とを 明 らか に した 。 また,こ の結 果 は試

聴試験 に よ って も裏 付け られ た。 一 方,SPACの 狭 帯 域 伝送(低 ビ ッ ト伝

送)へ の応 用 も検 討 され,振 幅 値 を ビ ッ トで伝 送 して も通 話 品質 が 劣 化 しな

い こと,ま た,伝 送 速 度10Kb/sの 場 合,振 幅 値1ビ ッ トで伝 送 して も十 分

な了解 性 が得 られ る ことを 実 験 的 に 明 らか に した。

今後 は,SPACの 実 時 間 実験 装置 を製 作 し,SPACの 各機 能 の定 量 的 評

価を 行 うと と もに,他 の伝 送 方 式 との 比 較 検 討 を行 う予 定 であ る。
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(3)テ レビジョン放送波及びFM放 送波を利用した多重方式

現在,我 々が視聴しているテ レビジョン放送や超短波放送(FM放 送)の

電波には,別 の情報を重畳して同時に放送することができる。このような放

送を多重放送 と呼んでお り放送電波の節約,放 送施設 ・設備の効率的使用,

受信者への多様なサービスの提供等が期待できる。多重放送の方式は,本 来

の放送番組との間の相互妨害がなく,良 好な品質が得 られ,し かも普及性の

あるものであることが開発の目標 となっている。

ア.テ レビジョン多重放送

テレビジョン放送電波に重畳す ることが可能な信号の種類としては,① 試

験,制 御,監 視などの放送局の運用に関す る信号,② ファクシミリ,静 止画

などの画像信号,③ 新たに付加する音声信号,④ 時刻,ニ ュース,天 気予報

などの文字情報信号などが考えられてお り,こ れらを重畳する方法として実

用性があると考えられるものは,次 の3方 法である。

① 映像信号の垂直帰線消去期間へ重畳する方法

② 音声信号の副搬送波(1波 又は2波)を 利用 して重畳する方法

③ 新たに付加搬送波をそう入 して重畳する方法

一般受信者を対象とす る多重放送としては,現 在,音 声多重放送,文 字放

送,静 止画放送,及 びファクシミリ放送の4種 類が主に考えられている。

音声多重放送は,現 在のテレビジョン放送の音声のほかに,別 の音声信号

を付加する方式であ り,テ レビジ ョン音声のステレオ化や多国語放送などの

テ レビジョン番組と関連 した使い方のほか,テ レビジョン番組と独立 した内

容の音声放送としても使 うことができる。

この方式については,47年3月 に,電 波技術審議会が両立性,音 質,普 及

性を考慮 して最も適当な放送方式としてFM-FM方 式(副 音声で副搬送波

をFMし,こ の副搬送波で更に音声搬送波をFMす る方式)に ついて標準方

法や技術基準の答申を行っている。代表的な音声多重方式 としては,こ の他

に西独が開発 した2キ ャリア方式(既 存の音声搬送波のほかに付加搬送波と

して第2の 音声搬送波を設ける方式)が あ り,CCIRに おいても二つの方式
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は有力な方式 として認められている。

文字放送は,映 像信号の垂直帰線消去期間の一部に,時 刻,一 ユース,天

気予報,ろ うあ者向け字幕等の文字だけの情報を重畳 して放送 し,テ レビジ

ョン受像機のブラウン管に,単 独に,あ るいはテレビジョン画面へのスーパ

ーインポーズとして表示す るものであり方法によっては図形表示 も可能であ

る。一般的には,数 種類の情報を同時に放送 して,受 信者側で写 し出すか否

か及び情報の種類の選択を行 うこととなる。

文字放送は,海 外においても活発な開発が進んでお り,イ ギ リスのTEL

ETEXT方 式など数か国で実験放送が行おれている。

我が国では,電 波技術審議会が47年度から垂直帰線消去期間の利用や文字

放送等についても審議を行ってお り,垂 直帰線消去期間の利用については,

市販受像機を対象として行った室内及び実験電波を用いての両立性試験の結

果を基に,52年3月 に,『 映像信号の垂直帰線消去期間に他の信号を重畳す

る場合は,水 平走査線番号第16Hか ら第21Hま での区間(両 ブイール ドを含

む)が 適当であり,既 に利用されている放送局の運用に関する信号は第17H

から第20Hの4H区 間に集約することが適当である。』との答申を行ってい

る。

また,51年 度に電波技術審議会は,文 字放送を目的 とした垂直帰線消去期

間に重畳するデ ィジタル信号の伝送特性について実験電波による野外実験を

行い,結 果を中間報告 している。

文字放送の方式については,既 に数種類の方式が開発され,提 案されてい

るが,電 波技術審議会では電波の有効利用と普及性の観点から,で きるだけ

情報量が多 く,低 コス トの標準方式を確立すべ く審議が進められている。

静止画放送は,テ レビジョンの画像信号のほかに,静 止画の信号を重畳 し

て放送するものであ り,本 来のテレビジョン放送を映画とすれぽ静止画放送

はスライ ドに相当する。また,音 声多重放送を組合わせて音声付きの静止画

放送とすることができるので,従 来のテ レビジョン放送に近い内容の放送が

可能となる。
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信号を重畳す る方法としては,文 字放送の場合と同様に垂直帰線消去期間

を利用することが考えられているが,静 止画放送は,技 術面 ・利用面とも検

討すべ き問題が多 く残されている。

ファクシミリ放送は,現 在のテレビジョン放送にファクシミリ信号を重畳

して放送 し,受 信者に印刷物の形で情報を提供するものであ り,情 報の種類

としては,テ レビジョン放送の教育 ・料理番組等の教材や,テ レビジョン番

組と独立 したニュース,株 式市況などが考えられる。ファクシミリ信号を重

畳する方法としては,音 声副搬送波又は付加搬送波を利用することが適当と

されている。電波技術審議会では,50年 度に付加搬送波及び第2副 搬送波を

用いる場合の両立性に関する室内実験を行い,そ の結果を基にCCITTの 審

議結果を参考に して,51年 度にrテ レビファクシミリ放送の基本的な機能を

検討するための実験仕様』を作成 した。52年 度以降は更に詳細に検討するこ

ととしている。

イFM多 重放送

FM放 送電波には,信 号の多重方式を工夫すれば,別 の信号を多重するこ

とが可能である。実際,こ のような多重は相当古 くから各国で研 究 され,

CCIRに も報告されている。各国で既に実験等が行われたことのある多重信

号には次のようなものがある。

① 多チャンネルステレオ音声信号(伝 送路 ・3チ ャンネル以上のもの)

② 独立音声信号(1,2,4,8チ ャンネル)嗣

③ ファクシ ミリ信号(文 書,手 書)

④ 静止画信号(白 黒画像,手 書)

⑤ 受信機制御信号(番 組識別,音 量制御)

多重方式は,多 チャンネルステレオ音声信号を除いて,周 波数分割多重方

式であり,ス テレオ複合信号の上部帯域の適当な箇所に伝送路が 設 け られ

る。米国が行っているSCA(SubsidiaryCommunicationsAuthorizations)

業務は,特 定の受信契約者にのみ番組を提供するものであり,厳 密には,放

送とは言い難いものであるが,1955年 以来の歴史をもっている。これは,モ
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ノホ ニ ッ ク放送 に 多重 す る場 合 と ス テ レオ ホ ニ ック放 送 に 多 重 す る場 合 では

異な るが,後 者 の場 合67kHzの 副搬 送 波 を 使 用 してFM-FM方 式 に よ り多

重 され てい る。 この よ うな信 号 の 多 重 方 式 につ い ては,CCIRで もス テ レオ

ホー ヅク放 送 へ の 多重 条 件 を勧 告 して い る。

多 重 放送 につ いて,我 が 国 で は,電 波 技 術 審 議 会 に お い て42年 度 に,第2

副 チ ャ ンネ ル(SCA方 式 と同 じ方 式)を 多重 す る場 合 の送 信,受 信 に 関 す る

技術 的 特性 等 に つ い て 答 申 して い る。50年 度 に は,内 外 の研 究 動 向の 高 ま り

に応 じて再 度FM多 重 放 送 に 関す る諮 問 が 行 わ れ,目 下審 議 中 で あ る。 ここ

では まず,42年 度 答 申の 場 合 に お い て も大 きな 問 題 と され た多 重 信 号 と被 多

重 信号 間 の混 信 問 題 につ いて 検 討 が 行わ れ た。 そ の結 果,現 在 普 及 して い る

受 信機 に つ い て 第2副 チ ャ ンネル を 多重 した場 合 送 信 が モ ノ・ ス テ レオの い

つ れ の場 合 に お い て も,受 信 が モ ノの場 合 は,ほ とん ど問 題 が 認 め られ なか

った。 しか し,ス テ レオ受 信 の場 合 は,約 半 数 の受 信 機 で 漏 話 の生 ず る こ と

が明 らか とな もた。 我 が 国 のFM放 送 の 実 施状 況 か ら,ス テ レオ に多 重 で き

るこ とを 基 本 と考 え,51年 度 は,受 信 機 の 改 善策 に つ い て 検 討 が行 わ れ た 。

その結 果,PLL(PhaseLockedLoop)復 調 回 路等 を用 い て ス イ ッチ ング波

形を 良好 に 保 つ こ とに よ り,漏 話 の も と とな る第2高 調 波 の 発 生 を お さえ る

ことな ど市 販 ベ ー スで 実 施 可 能 な改 善 方 策 に よ り,ほ ぼ満 足 す べ き程 度 ま で

漏話 を 少 な くす る こ とが で きる こ とが 明 らか とな っ た。

多 チ ャ ンネル ステ レオ に つ い て は,現 在,各 国 で 考 え られ て い る もの のほ

とん どが,4チ ャ ンネル ステ レオ を対 象 と してい る。4チ ャ ンネル ス テ レオ

には,4個 の信 号 に対 応 して4個 の伝 送 路 を有 す る もの 以外 に,4個 の 信号

を変 換 回路 を通 して3な い し2個 の信 号 に ま とめ て 伝送 し,受 信 側 で逆 の変

換 回路 に よ り4個 の信 号 に 分離 す る もの も含 まれ る。 この よ うに 伝 送 路 を減

少す る方 式 は,分 離 度 が 劣 化 す るが,占 有 周 波 数 帯 幅 の 増加 を伴 わ な い で 済

む な どの長 所 が考 え られ る。 電 波 技 術 審議 会 では,こ の よ うな 多重 方 式 上 の

問題 の 検 討 が 行 わ れ る一 方,多 チ ャ ンネ ル ス テ レオの 音 響 効果 の検 討 が 行わ

れた 。
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51年度の審議結果から,①4チ ャンネルステ レオは,2チ ャンネルステレ

オに比べてCCIR提 案の7段 階評定尺度上ほぼ1ラ ンク程度良いこと,②4

チャンネルステレオ信号を伝送する場合の伝送路の数による音響効果の相異

については,伝 送路が4個(4-4-4方 式)あ るいは,3個(4-3-4方 式)

の場合は,2個(4-2-4方 式)の 場合に比べて明らかに良いことなど,多

チャンネルステレオの音響効果が明らかとなった。電波技術審議会では,引

き続 き,さ らに一一ズの動向を注視しつつ技術的側面から多重できる信号の

種類,方 式及び放送に必要な技術的条件について慎重に審議が進められてい

る。

(4)マ イクロウェーブ回線の伝送容量

マイ クロウェーヴ回線では,逐 次伝送容量を増加することで,周 波数の効

率的利用が図られてきた。29年 のマイクロウェーブ回線導入当時は,1搬 送

波当 り電話360回 線の伝送が限度であったが,技 術の進歩 ・発展により,5

GHz帯(搬 送周波数間隔40MHz)で 電話2,700回 線,6GHz帯(同29.65

MHz)で 電話1,800回 線という大容量の伝送が実施 されている。

51年度には,更 に,伝 送容量の増大が図られ,6GHz帯 において2,700回

線を伝送する方式が実用化された。また,5GHz帯 においては3,600回 線を

伝送する方式の研究が進められ,実 用化の見通しが得 られ て い る。これら

は,空 中線交差偏波識別度の改善,送 信出力の増大,受 信機雑音指数のてい

減,送 ・受信機直線性の改良等により達成 されたものである。

両方式は,FDM-FM方 式としては世界にも例を見ない画期的なものであ

る。これまでCCIR等 の場では,所 要の搬送周波数間隔は,周 波数分割多重

したベース・ミンド最高周波数の3倍 以上必要であるとい うのが常識 となって

いた。両方式は,こ の値を2.3～2.4倍 としたものである。

これら実用化及び研究の時点で得られたデータは,CCIRへ 提出され,各

国から大きな関心が寄せ られたが,今 後の周波数有効利用に多大の貢献をす

るものと考えられている。
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(5)車 両位置自動表示システム(AVMシ ステム)

AVM(AutomaticVehicleMonitoring)シ ステムは,何 らかの方法で検

出された走行中の車両の位置及び動態,例 えぽ作業内容,行 先,積 荷の有無

等,種 々の情報を 自動的に基地局で収集し,表 示させるシステムである。既

に陸上移動無線を利用 している機関等においては,さ らに陸上移動無線を事

業運営に直結 させ るとともに,そ の合理化又は能率化を図るため,こ のシス

テムを導入しようとするものが増大 している。

郵政省では,周 波数の有効利用を図るとともに,施 設等の共同利用により

十分経済性を有する最適なAVMシ ステムの開発を図ることを目的 として,

51年度,財 団法人移動無線セ ンターを中心に,陸 上移動無線の利用者及び関

係団体並びに機器製造業者の協力により,AVMシ ステムに要求 され る機

能,位 置動態等に関する信号方式,信 号の伝送方式,使 用目的別適用性及び

使用地域別適用性について,総 合的な調査を実施 した。

調査結果によると,AVMシ ステムには,第2-7-5表 に示す ような多 く

の方式が考えられるが,技 術的,経 済的観点から,当 面,分 散送信方式(半

自動方式を含む。),分散受信方式及び双曲線方式の実用性が高いものと考え

られる。

なお,52年 度には,AVMシ ステムに必要な移動体と基地局との間の無線

データ回線の技術的条件について実験が実施 される予定である。

(6)短 波船舶用デ ィジタル選択呼出方式

海上移動業務に使用する選択呼出方式は,長 期間にわた り世界的に研究が

なされてきた。CCIR(1970年)は 選択呼出の海上移動業務への早急な使用

を満足すべく,暫 定的にSSFC(SequentialSingleFrequencyCode)方 式

を勧告し,ま た,将 来の選択呼出方式の開発を要請した。 その後,CCIR,

IMCO等 の研究の成果として,将 来の選択呼出としてはデ ィジタル信号を用

いた選択呼出(デ ィジタル選択呼出)方 式が有効であるとの結論を得た。一

方ITUは,WMARC-1974年(世 界海上無線通信主管庁会議)に おいて,

このディジタル選択呼出方式に使用する専用の周波数分配を行い,1977年 か
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第2-7-5表AVMシ ステムの方式

方式の種別 方 式 の 概 要

半 自動方式

分散受信方式

分散送信方式

双曲線方式

逆双曲線方式

移動局 で手動 に よ り位置 ・動態 等の情 報の設 定を行い,基 地

局 においてこれ を自動的 に無線回線 を介 して収 集する方式

移動局か ら位置 ・動態等 の情報 を送 出 し,こ れ をあ らか じめ

街路上等 に分散配置 した複数個 の受信装置 の1つ で受信 し,有

線 で収集 し処理す る方式

小 出力送信装置を街路上等 に分散配置 し,移 動局が この送信

波 を受信 し,他 の無線 回線 でデータを基地局 に送 出す る方式

2組 の固定送信局 の送信波 の位相差 あるいは パルスの到達時

間差 の等 しい曲線情報 を移動局で受信,検 知 し,そ の情報を他

の無線回線を通 して基地局で収集 の うえ,移 動局 の位置を標定

す る方式

移動局か ら送出 された電波を3局 以上の固定受信局で受信 し,

そ の位相差あ るいはパルスの到達時間差の等 しい 曲線上の交点

を基地局で算出 し,移 動局の位置を標定す る方式

ら使用できることとし,CCIRに 対 し早急にこの方式の運用上及び技術上の

特性に関する勧告を改定するよう要請す る決議を行った。これらの世界情勢

を踏まえて,我 が国においても海上移動業務の近代化を図るべ くディジタル

選択呼出方式の研究開発を行ってきたが,そ の研究成果,実 験結果等を取 り

まとめてCCIRに 報告 し,勧 告案をまとめるに当たっての作業班に参加 して

いる。

ディジタル選択呼出方式は,海 岸局→船舶局,船 舶局→海岸局,船 舶局→

船舶局方向ヘメッセージを伝送 し,被 呼局に呼の存在を知 らせ,こ のメッセ

ージに含まれる情報により,す べての海上移動業務の回線設定を 行 う方 式

で,海 上移動業務の回線設定を容易にするものである。

このメッセージは,個 別呼出,グ ループ呼出,地 域呼出,全 局呼出遭難呼

出等の分類信号,自 局識別信号,無 線装置の制御信号,継 続して行 う通信の

回線設定に使用する周波数情報等で構成 されている。また,本 方 式 は 中波

帯,短 波帯及びVHF帯 で使用するため,時 間ダイバーシティ,重 み付けパ
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リティチェック方式等の技術を採用 してお りかつ,1回 の呼出 しも5秒 で完

了するのである。

本方式については,CCIRが その有効性を認めて,運 用特性について勧告

しているが,技 術特性についても各国の開発 している方式の統一を図る必要

があり,近 く我が国等の寄与文書に基き,現 行勧告の改訂が行われる見とお

しである。

本方式が船舶通信に広 く使用された場合,限 られた海上移動業務用周波数

の有効利用ができるだけでな く,通 信士を常時聴守から解放するなど将来の

船舶通信の近代化に大きく貢献するものと期待される。

(7)直 交偏波による周波数の再利用

国際通信需要の増大に対処 ナる有望な衛星通信方式の一つとして,直 交偏

波共用通信が,イ ンテルサ ットV号 系で使用 される予定 となっている。

この実用化に寄与するため,国 際電電においても,こ の方式を実現するに

必要な研究課題の一つとして,直 交2偏 波間弁別度の降雨による劣化特性に

関する伝搬実験を2か 所の衛星通信所で実施 している。

一つは,50年8月 以降インド洋衛星を利用 して山口衛星通信所で行ってい

るもの(52年12月 まで継続の予定),ま た一つは,51年3月 から52年3月 まで

太平洋衛星を利用 して茨城衛星通信所で行ってきたものである。これら二つ

の伝搬実験により,降 雨による電波強度の減衰と直交する2偏 波間の弁別度

劣化の相関,劣 化量の累積時間分布等の諸特性が解明されつつあるが,特 に

衛星電波通路が低仰角になる山口衛星通信所の場合,降 雨による弁別劣化が

大きいので,現 在,そ の補償装置の開発 も併せ進められている。

第4節 有線伝送及び交換技術

1有 線伝送技術

電話 を は じめ,画 像 通 信,デ ー タ通信 の トラ ピ ッ クの増 加 に対 処 で き る よ

うに,大 容量 伝 送 方 式 の開 発 が 進 め られ て い る。
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(1)陸 上同軸ケープル方式

アナログ伝送方式については,我 が国の代表的な方式として全国的に用い

られてきた12MHz方 式(電 話2,700回 線)を 始めとして,60MHz方 式(電

話1万800回 線または4MHzテ レビ9回 線)が 導入されている。60MHzを

超える大容量アナログ伝送方式の基礎検討も進められている。

デ ィジタル伝送方式は,音 声はもとより画像,デ ータ通信等の多様な情報

を経済的かつ高品質で伝送できる特長を有 してお り,既 にPCM-100M方 式

(電話1,440回 線または4MHzテ レビ15回線)が 実用化されている。

さらに,デ ィジタル伝送方式としては世界最大の伝送容量を誇るPCM-

400M方 式が51年12月,大 阪一神戸,神 戸一姫路の2区 間に導入された。こ

の方式は,1秒 間に約4億 個のパルスを伝送す る超高速,超 広帯域の伝送方

式で,超 高速 トランジスタ,ハ イブリッドIC等 の新 しい部品及び回路技術

と新 しい方式技術とが有機的に結合 して実用化 されたものである。電話5,760

回線4MHzテ レビ60回 線を高品質かつ経済的に伝送することができる本

方式は,今 後の多様なサービスを提供する電気通信網の形成に大いに寄与す

るものと期待されている。PCM-400M方 式の諸元を第2-7-6表 に示す。

なお,更 に将来の容量増大や経済化のための各種ディジタル伝送方式の研

究が進められている。

(2)海 底同軸ケーブル方式

郵政省では,電 電公社,国 際電電等の協力のもとに,50年 度から4か 年計

画で,従 来の銅に代えてアル ミニウムを外部導体として使用する新海底同軸

ケーブルシステムの開発を進めている。本開発は最近における国際通信の著

しい需要増に対処するため,国 際間の海底同軸ケープルの各種の建設計画が

進められている状況にかんがみ,国 際競争力のある海底同軸ケーブルの早急

な開発が必要であること,先 行きの銅資源の枯渇化が憂慮されていることな

どから外部導体としてアル ミーウムを使用するとともに,ケ ーブルシステム

全体について経済化を指向 した新海底同軸ケーブルシステムの開発を行うこ

とを 目的としたものである。本計画で開発されるシステムは,12MHz方 式



第7章 技術及び システ ムの研究開発 一301一

第2-7-6表PCM-400M方 式諸元

適 用 領 域

伝 送 容 量

伝 送 速 度

伝 送 媒 体

伝 送 誤 り率

最大中継間隔

伝 送 符 号

中継器消費電力

中 継 器 寸 法

最大給電電圧

監視 ・給電区間

シス テ ム 切 替

長距離区間

電 話:5,760回 線,4MHzテ レ ビ:60回 線

400,352Mb/s

2.6/9.5皿 同 軸 ケ ー ブ ル

10　 8/2,500㎞

1.6㎞

ス ク ラ ソブル付AMI(AltemateMarkInversion)

6.6W(電 流550mA)

160x80×270m皿

±650V

100㎞

現 用8,予 備1

(電話1,600回 線,3kHz/回 線)の もの で あ り,51年 度 には ケ ー ブル及 び 中

継器 等 に関 す る基 礎 的 な研 究 開発 を完 了 し,53年 度 に予 定 され て い る現 場 試

験 に 向け て作 業 が 順 調 に進 め られ て い る。

国 内通信 用 海 底 同軸 ケ ー ブル 方 式 に つ い ては,従 来,短 距 離 浅 海 用 のCS

-10M方 式(電 話900回 線)及 びCS-36M-S方 式(電 話2 ,700回 線)が

実 用化 され て い るが,50年10月 に は,深 海用 の大 容 量 長 距 離方 式 のCS-36

M-D2方 式(電 話900回 線 及 び カ ラ ーテ レ ビジ ョ ン2回 線)が 沖 縄 一 宮 古

島間約360kmに 布 設 され,51年12月 か ら商 用 に供 され てい る。 この方 式 は,

長距 離 海底 同軸 ケ ー ブル と しては 世 界 で 最 も広 帯域 の もの で あ り,電 話 とテ
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レ ビジ ョン信 号 の 同 時 伝送 も世 界 で 初 め て の試 み で あ る。 また,宮 崎一 沖縄

間 約900㎞ に お い てCS-36M-D1方 式(電 話2,700回 線)の 布 設が52年

4月 に 完 了 し,52年 秋 の 開 通 を 目途 に試 験 が進 め られ て い る。 また,海 底 ケ

ー ブ ルの 布 設 技 術 の 開 発 も続 け られ て お り,50年 度 に 竣工 した 布 設 船黒 潮丸

に は,航 行 制 御,ケ ー ブル 布 設,工 事 記 録 な どを コ ン ピ ュ ー タで 制 御す る布

設 自動 化 シ ステ ムが 導 入 され,沖 縄 ～宮 古,宮 崎 ～ 沖縄 の 海 底 同軸 ケ ー ブル

の布 設 でそ の 性 能 ・動 作 が 確認 され た。 また,ケ ー ブル埋 設機 の 開発 が 進め

られ,水 深200m程 度 まで の埋 設 が 可能 とな った。 更 に,障 害修 理 後 の ケー

ブ ル の再 埋 設 に用 い る修 理 用埋 設 機 等 修 理 技 術 の 開 発 が進 め られ て い る。国

際 通 信 用 海 底 同軸 ケ ー ブル 方 式 に つ い て は,CS-12M方 式(電 話1,600回 線,

3kHz/回 線)及 び5M方 式(480回 線4kHz/回 線)が 開 発 され てお り,前

者 は,52年7月 末 完 成 予定 の 沖 縄一 ル ソ ンー 香港 ケー ブル の沖 縄 一 ル ソ ソ間

に,後 者 は,51年10月 に 開 通 した 日本 一 中 国 間海 底 ケ ー ブル に 採 用 され てい

る。

大 容量 国際 間海 底 ケ ー ブル で は,ケ ー ブル 障 害 は通 信 サ ー ビス に重 大 な影

響 を 与 え る。 従 っ て,ケ ー ブル 障 害 の迅 速 な 修 復 を 期 す るた め の 効 率的 な海

底 ケ ー ブル修 理 技 術,特 に 埋 設 ケ ー ブル に も適 用 で き る もの に つ い て検 討を

行 って い る。 埋 設 ケ ーブ ルを 効 率的 に修 理す るた め に は,ま ず,海 底床 下に

埋 設 され て い る ケ ー ブ ル の所 在 個 所 を 探 知 し,こ れ を 捕 捉 し,ケ ー ブル修理

母 船 上 に 回 収す る こ とが 前 提 とな る。 この よ うな こ とか ら,海 底 ケ ー ブルの

探 索 及 び 捕 捉 に つ いて,そ の方 式 や セ ンサ ーの研 究 を進 め て い るが,ま ず,

ケ ー ブル 捕 捉 セ ンサ ー と して ケ ー ブル構 成 材 料(鉄,銅 な どの 金属)に 電気'

磁 気 的 に反 応 す る セ ンサ ー の研 究 開 発 を 完 了 した 。埋 設 ケ ー ブル を 従 来 の方

式 で 捕 捉 す る と,異 常 な テ ンシ ョ ンが 加 わ って 切 断 の恐 れ が あ るが,本 方 式

に よれ ば 捕 捉信 号 が 瞬 時 に 発 出 され,ケ ー ブル に 異 常 な テ ンシ ョ ンを か け る

こ とを 防止 で きる。
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2交 換技術

電電公社では,空 間分割,蓄 積プログラムの制御方式を用いた電子交換機

の開発を進め,46年12月 最初の商用機によるサービスが開始され,以 来全国

に導入され順調に運用 されている。

この電子交換機の適用領域の拡大を図るため,中 小局用電子交 換 機 と し

て,約16,000端 子容量のD20形 自動交換機の試験が箱根局及び中軽井沢局で

実施され,ま た,経 済的な導入を図るためD10形 自動交換機の中央制御系装

置を複数の電子交換局で共用するD10-R1方 式が,名 古屋笠寺局,東 京蒲

田局等で商用に供されている。

また,D10形 自動交換機の高性能化,経 済化を図るため,主 記憶装置のI

C化,よ り高速で処理能力の大きい中央制御系装置の開発が進め られ て い

る。更に,電 子交換機に適合する信号方式として共通線信号方式の実用化が

第2-7-7表CT-10形 国際加入電信用電子交換機の基本仕様

項 目 基 本 仕 様 備 考

運 用 形 制 全自動 ・半自動 1

規

模

回 線 数

処理呼 量

初 期 終 期

2,700回 線
1… 。回線

3,500ア ー ラ ン

50ボ ー換 算

通 信 速 劇 50ボ ー 300ボ ーまで対応可能

信 号 方 式1・ イ ブA,・,・,・ 及びそ の変形1国 内・国際

符 号 方 式
5単 位(国 際アル ファベ ッ トNα2)及
び6単 位(NTT)の 調歩式電信符号

変 換 方 式 時分割キャラクタ変換方式

制 御 方 式

信
頼
度

不稼動時間

誤処 理 率

蓄積 プログラムに よる時分割多重 制御
方式

1時 間/10年 間 以下

2×10曽 似 下

6単位は符号分配装置で
5単位に変換

目標値
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進 め られ てい る。

国 際電 電 で は,CT-10形 国際 加 入 電 信 用 電 子 交 換 機 及 びXE-1形 国際

電 話 用 電 子 交 換 機 が そ れ ぞ れ51年8月 及 び52年2月 に稼 動 を 開始 し,順 調に

サ ー ビス が 行わ れ て い る。 両 シス テ ム の基 本 シス テ ムは 第2-7-7表 及び

第2-7-8表 に示 す と お りで あ る。

第2-7-8表XE-1形 国際 電話 用電子 交換機の基本仕様

項 目 基 本 仕 様 備 考

運 用 形 劇 全鋤 半自動 手動

規

模

回 線 数

交換 台数

処理 能 力

信 号 方 式

初 期 終 期

1,000回 線

1,200

4

3,850回 線

4,000

16

150 500

3,100ア ー ラ ン

CCITTNα6,Nα5,Nα4,R/D,OD

OM,LD,R/D等

国際回線

国内回線

共通線信号リンク

プ ラ ズ マ デ ィス プ レイ付

但 し,国 際回線分のみ

国際回線

国内回線

交 換 方 式 空間分割交換方式

制 御 方 式 瞳 プ・グ・・制御斌

信
頼
度

不稼動時間

誤 処理 率

1時 間/20年 間 以下

2×10-4以 下

目標値

第5節 デ ー タ 通 信 シ ス テ ム

データ通信 システムは,情 報化社会の進展とコンピュータテクノロジーの

飛躍的な発達に伴い,社 会経済のあらゆる分野に普及 しつつあ り,そ の処理

内容はより高度化,複 雑化するとともに,そ の利用範囲も広域化の傾向にあ

る。

このような動向に対応 し,デ ータ通信システムを支える技術 として効率的
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なデータ通信網の研究開発をは じめとして,デ ータを処理するための情報処

理技術,デ ータを伝送 し制御するための伝送技術並びに遠隔地においてデー

タを入出力するための端末技術の研究開発が進められている。

1新 しいデータ通信網の動向

従来 の デ ー タ通 信 シ ステ ムは,コ ン ピ ュー タを 中 心 と し,こ れ に多 数 の 端

末が専 用 線 を通 じて接 続 され る形 式 の ものが 大 部 分 で あ った。 しか し,コ ン

ピュー タの利 用 が 浸 透 し,社 会 活 動 が 多様 化 して くるに 伴 い,一 つ の 端 末 で

多数の コ ン ピ ー一 タ と通 信 した い との要 望 が 出て きて お り,ま た,利 用範 囲

の拡 大 に 伴 い低 トラ ピ ッ クの端 末 の需 要 が 増 加 して きて い る。 更 に,分 散 設

置 され た複 数 の コ ン ピュ ー タを 結 合 して よ り高 度 の シス テ ムを 構 成 す るいわ

ゆ るコ ン ビ 凶一 タ ネ ッ トワ ー ク形成 の動 きが 盛 ん とな って い る。 これ らの こ

とか ら,交 換 網 利 用 の デ ー タ通 信 シス テ ムへ の 期 待 が 今後 ます ます 高 ま る も

の と予 想 され る。

しか し,既 設 の 電 話 鋼 や 加 入 電信 網 は,デ ータ伝 送 の 面 で は接 続 品 質,伝

送 品質上 の制 約 が あ り,通 信 速 度 に つ い て も限 界 が あ るの で,高 速,高 品質

で今 後 の多 彩 か つ 高 度 な サ ー ビス を 効率 的 に 提 供 で き るデ ィジ タル デ ー タ交

換網 の 開発 が 必 要 と され,こ れ は 電 電 公 社 を 中心 に進 め られ て い る。

この デ ィジ タル デ ー タ交 換網 は,44年 度 か ら検 討 が 開始 され,49年3月 に

試作 機DDX-1に よ り回線 交 換方 式,パ ケ ッ ト交 換方 式 につ い て 試験 が 行

われ た。 この 成 果 に基 づ き,現 場 試 験 機DDX-2が 試 作 され,50年12月 か

ら回線交 換 方 式 に つ い て東 京,横 浜,名 古屋 を結 び試 験 が 行 わ れ て い る。 こ

の試験 の一 環 と して,東 京 大 学 と京 都 大 学 間 を結 ぶ異 機 種 コ ンピ ュ ー タ問通

信の実 験 が 行わ れ,良 好 な結 果 を 得 るな ど順 調 に試 験 が進 め られ て い る。 ま

た,パ ケ ッ ト交 換 方式 につ い て も試 作 試験 が進 め られ てい る。

国 際 デ ー タ通 信 の分 野 に お い ては,そ の 多様 化,高 度 化 に 柔 軟 に対 処 す る

ため,伝 送,交 換機 能 とは 別 に,異 種 の 加 入者 間 の イ ンタ ー フ ェー ス機 能 を

持つ通 信 処 理 装 置(プ 目 トコ ル マ シ ン)の 試 作 が 国 際電 電 に よ り実 施 され た 。
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試作機は,汎 用 ミニコンピ凸一タと通信制御装置から構成 され,そ の機能

は,① 端末プロトコルの標準プロトコルへの変換(CCITT勧 告X25),② パ

ケットの分解 ・組立,③ パケット多重による伝送路の有効利用,④ 高品質伝

送,優 先処理等の高度通信処理等を目的 としてお り,そ の特徴は①通信処理

機能の分散処理,② 階層構造プ巨トコルの採用,③ ハー ドウェァ,ソ フトゥ

エア両面にわたるモジュール構成の採用等であるが,更 に,シ ステム構成の

柔軟性,機 能の拡張及び各処理能力の向上について検討が進められている。

世界各国のデータ通信網の利用状況をみると,米 国において,既 に本格的

サービスが実施されているのをは じめとして,カ ナダやヨーロッパ各国にお

いてもサービスが開始 されつつある。

このような新しいデータ通信網技術に関する国際標準化作業は,CCITT

(国際電信電話諮問委員会)に おいて重要かつ緊急を要する課題として審議

されてお り,我 が国もこの標準化作業に積極的に参加 して い る。51年 秋の

CCITT第6回 総会では,デ ータ通信網に関す るい くつかの重要な勧告が採

択 された。

2情 報処理技術

(1)分 散処理とネッ トワークアーキテクチ ャ

オンラインシステムの普及,シ ステム規模の大形化,業 務内容の多様化高

度化は,中 央制御装置への負荷の増大をもたらし,従 来の集中形システムで

はデータ処理機能の効率的活用が難 しくなってきた。

このため,デ ータ処理機能を分散 してシステムを構成する分散処理形シス

テムへの傾向が強まってきてお り,LSI技 術の発展を背景として汎用のマイ

クロプロセッサや ミニコンピュ・一タを複数使用してシステムを構成す るマル

チプロセッサ方式によるシステムの分散が進められている。

一方,通 信制御処理装置,イ ンテリジェント端末等のプログラム制御機能

を持つ装置類によりネットワークを構成 しそれぞれに機能を分散する階層分

散方式やセンタを分散させ計算機問結合を行 う方式等データ通信 シ ステ ム
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は,ネ ッ トワ ー ク化 シス テ ムへ と変 りつ つ あ る。

この ため,シ ス テ ムの コス ト低減,コ ン ピ ー一 タ資 源 の共 同利 用,シ ス テ

ムの拡張 性 向上 を 目的 と し,セ ン タ,回 線,端 末 か ら構 成 され る デ ー タ通 信

網 の各構 成 要 素 の機 能 を 明 確 化 し,そ れ らの要 素 間 の イ ンタ フ ェ ース,通 信

規 約(プ 目 トコル)を 定 め,デ ー タ通 信 網 の最 適 化 を 図 る ネ ッ トワ ー クア ー

キテ クチ ャの 開発 が 重 要 な 課 題 とな って い る。 こ の よ うな 情 勢 を 背 景 と し

て,最 近,内 外 の コ ン ピ ュ ータ メー カが,相 次 い で ネ ッ トワー クア ーキ テ ク

チ ャの構 想 を 発表 して い る。 これ ら の 内 容 をみ る と,階 層 分 散 方 式 や ハ イ レ

ベ ルデ ー タ リン ク制 御 手 順 の採 用 等 基 本 的 概 念 の面 で は共 通 して い るが,そ

れ ぞれ個 別 に 開 発 され て い る もの で あ り,今 後,予 想 され る異 機 種 シス テ ム

間通信 の要 望 の 増 大 に対 処 す る ため には,こ れ ら各社 の ネ ッ トワ ー クア ーキ

テ クチ ャ間 の整 合 を 図 る こ とが 望 まれ て い る。

ネ ッ トワ ー クア ー キ テ クチ ャ間 の整 合 を図 る動 きの 一 つ と して,電 電 公 社

では,同 社 で 開発 中 の デ ィジ タル デ ー タ網 の効 率的 な利 用 も考慮 し,DCNA

(DataCommunicationNetworkArchitecture)と 呼 ぼれ る汎 用 ネ ッ トワ

ー クア ーキ テ クチ ャの 開発 を 進 め て い る。

(2)ハ ー ドウ エ ア

ア.本 体 系 装 置

大 形計 算 機 の 処 理 速 度 に つ い て は,半 導 体 技 術 の進 歩,高 速 演 算 方式 の開

発 な どに よ り,こ の10年 間 に30～40倍 の高 速 化 が 達成 され てい る。

記 憶 装置 は,一 般 に 論 理 装 置 内 に ロー カル メモ リと して小 容 量 ・高 速 記憶

装 置を,主 記 憶 装 置 と して 大 容量 ・低速 記 憶 装 置 を 置 く階層 構 成 を と って シ

ステ ムの経 済 性 と性 能 の 確 保 が 図 られ て い る。

また,主 と して マ イ ク ロプ ログ ラム に よっ て オペ レー テ ィ ン グ シス テ ムの

一 部又 は そ の他 の ル ー テ ィンを ハ ー ドウエ アに 吸 収す る フ ァー ム ウエ ア 化 が

進 ん でい る。 こ れは,ハ ー ドウエ ア と ソ フ トウ エ ア の 中間 的 な 考 え方 に もと

つ く もので,ハ ー ドウエ ア よ りは 機 能 の 追加 変 更 に対 す る融 通 性 が大 き く ソ

フ トウエ ア よ り高速 処理 で きる特 長 を 有 して い る。

"
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デ ー タ通 信 シ ステ ムの 信頼 性 の 確 保 は,シ ステ ム規 模 の 大 形 化,利 用 分野

の拡 大 に伴 い,ま す ます 重 要 とな って きて い る。 こ の た め シス テ ム構 成 は,

シ ン プ レッ クスか ら デ ュ ー プ レ ッ クス,マ ル チ プ ロセ ッサ構 成 へ と移 行 して

い る。 また,RAS(Reliability,Availability,Serviceability)の 概 念 が導

入 され,ハ ー ドウエ ア に高 度 の障 害検 出 ・防止 機 能 を 持 たせ る と と もに,高

度 の エ ラ ー情報 処 理 プ ロ グ ラム に よ りオ ン ライ ン運 転 中 で も保 守 診断 が可能

とな りつ つ あ る。

イ.通 信 制御 処 理 装 置

オ ン ライ ンデ ー タ通 信 シス テ ム にお い て,中 央 処 理 装 置 と多 数 の端 末 につ

な が る通 信 回 線 との 間 を 結 ぶ 位 置 で,デ ー タの 授 受 に お け る各 種 の 制 御 を行

う通 信 制 御 装 置 が 従 来,用 い られ て きた 。 この 通 信 制 御 装 置 に 代 る もの と し

て,通 信 制 御 装 置 を プ ロセ ッサ 化 しプ ログ ラ ム制 御 方 式 を採 用 した通 信 制御

処 理 装 置 の 開 発 が進 め られ て い る。

通 信 制 御 処 理 装 置 は,通 信 制 御 の うち 中央 処 理 装 置 が 分 担 して いた メ ッセ

ー ジ の チ ェ ッ クや メ ッセ ー ジの 管 理 な ど の機 能 ま で有 す る こ とか ら 中央 処理

装 置 の負 荷 を 軽 減 し,ま た プ ログ ラム制 御 方 式 を 採 用 して い る こ とか ら,端

末 の 追 加 変 更,通 信 方 式 の 変 更 等 に 柔 軟 に対 処 で き るな どの 特 長 を 有 してお

り,今 後,発 展す る と予 想 され る コ ン ピ ー 一 タ間 通 信 に 効 果 を 発 揮 す る もの

と期 待 され て い る。

ウ・周 辺 装 置

周 辺 装 置 に は,補 助 記 憶 装置 と入 出力 装 置 が あ る。 補 助 記 憶 装 置 は,高 速

化 す る本 体 系 装 置 との バ ラ ンスの面 か ら,高 速,大 容 量 化 が 進 め ら れ て お

り,特 に 磁 気 デ ィス ク装 置 に つ い て は,1ギ ガバ イ トクラ スの 大 容 量磁 気デ

ィス ク装 置 が 開 発 され て い る。 また,1台 当 た り数 十 ～ 数 百 ギ ガパ イ トの超

大 容量 記 憶 装 置 の 開 発 も進 め られ て い る。 一 方,入 出 力 装 置 は,高 速 化 を 目

指す と と もに,マ ンマ シ ンイ ン タフ ェー ス の改 善 を図 るた め,文 字,図 形,

音 声 等 の入 出力 装 置 の 開発 に力 が 注 が れ てい る。 ま た,小 形 化,機 能追 加 の

柔 軟 性 等 の ため に,周 辺 装 置 の 制 御 部 に マ イ ク ロプ ロセ ッサ が 使 用 され つつ
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ある。

(3)ソ フ トウ エ ア

ソフ トウエ ア の コス トは,情 報 処 理 シ ステ ム全体 の コス トの 中 で,既 に7

割に達 して い る といわ れ て お り,シ ス テ ムの 大 型 化 に 伴 い作 成 能 率 の 向上 及

び ソフ トウエ ア資 産 の 有 効利 用 が大 きな 課 題 とな って い る。

プ 戸 グ ラ ミ ングを 容 易 に す る手 法 と して,大 形 の 情 報 処理 シス テ ム では,

主 記憶 装 置 容量 を プ ロ グラマ が 意識 しな い で プ ログ ラ ミン グが で き る仮 想 記

憶方式 が用 い られ て い る。 また,特 に使 用 頻度 の多 い ル ー チ ンを ハ ー ドウエ

アと して 組 み 込 ん だ フ ァー ム ウエ ア技 術 が利 用 され て い る。 更 に,シ ス テ ム

プ ログ ラムの 作成 を 容易 に す るた め,作 成 能 率 の 高 い高 級 言 語 の 実 用 化 が進

んでお り,プ ログ ラ ミン グ作成 後 の修 正,追 加 を 容易 にす る ため の ス トラ ク

チ ャー ドプ ログ ラ ミ ング手 法 の 検討 も行 わ れ て い る。

また,シ ス テ ム の利 用 が 高 度 化す るに 伴 い,処 理 す る情 報 が ぽ う大 か つ 多

様 とな り,更 に 各 業務 ご と に独 立 した処 理 だ け で な く各 業 務 間 相互 に関 連 し

た処理 が 必要 とな っ て きて い る。 この た め,複 数 業務 に よ る共 用 可 能 な相 互

に関連 の あ るデ ー タを 汎 用的 な フ ァイ ル と し,こ れを 種 々 の 目的 に応 じて使

用 で き るデ ー タベ ー ス シ ステ ムの実 用 化 が 進 め られ て い る。

3デ ータ伝送及び データ端末技術

(1)デ ー タ伝 送 技 術

デ ー タ通 信 シス テ ム の構 成 に あた って,デ ー タ端 末装 置 と コ ン ビ 郵一 タ間

あるいは コ ン ピ ュー タ相 互 間 でデ ー タの送 受 信 を いか に 能 率 よ く行 うか は,

重要 な要 素 とな って お り,デ ー タ通 信 シス テ ムの 多 様 化,と りわ け 端 末 の多

様化 か ら50b/s～ 数 十Mb/sと い う広 範 囲 な速 度 の デ ー タ伝 送 が 要 求 され て

いる。

電電 公社 では,デ ー タ伝 送 回 線 の高 速 化,経 済 化 を 図 るた め,各 種 の デ ー

タ伝 送 方式 の 開 発 が進 め られ てい る。 す な わ ち,音 声 帯 域 に お け る高 速 化 に

ついて は,専 用 回線 用9,600b/sモ デ ムの 開 発 が進 め られ また,広 帯域 を利
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用する高速度データ伝送方式としては,48Kb/s(60～108kHz帯 域を使用)

方式が実用化 され,引 き続 きPCM伝 送路を用いた伝送効率がよく経済的な

デ ィジタルデータ伝送方式の実用化が進められている。

国際電電では,音 声級回線での高速データ伝送用のQAM(直 交振幅変調)

方式による自動位相等化器付9,600b/sモ デムの研究が行われてお り,研 究

段階を終 り,実 用機の製作が進められている。広帯域回線用変復調装置にっ

いては,群 帯域用96Kb/s誤 り訂正装置付モデムが試作され,室 内試験が行

われている。

また,変 復調動作をデ ィジタル化 した超多重搬送電信端局装置(デ ィジプ

レックス,音 声級回線で50b/s×208回 線)に ついては,51年 度後半に日米間

で実用化され,順 調な運転状態にある。

(2)デ ータ端末技術

データ端末は,従 来システムへの単なる入出力手段としてとらえられてい

たが,最 近では,入 出力に関する簡易な処理を行 うものから,フ ァイル装置

を有す るものまで開発されている。このように,用 途の多様化及び機能の複

雑高度化の傾向をたどりつつ,反 面,低 廉簡素な機器の開発 も進められてい

る。

端末制御技術としては,LSIの 大幅な採用及びマイ クロコンビ㌧ 一タやミ

ニコンピュータによるプ戸グラム制御方式の導入,ま た,入 出力技術として

は,電 子制御形プリンタ,光 学文字読取装置,磁 気記録読取装置,漢 字入出

力装置等の開発が積極的に進められている。

端末の制御回路技術については,IC化 の過程を経てLSI化 へと進み,

特にマイクロプロセッサと高集積なROM(ReadOnlyMemory)を 組み合

わせたプ巨グラム制御方式が,従 来の布線論理方式に代って採用され,小 形

軽量,低 価格化に大きく寄与している。また,メ モリに書き替え可能なRAM

(RandamAccessMemory)を 採用することにより端末の制御内容が書き

替え可能とな り,汎 用的な制御装置が開発されている。更に,こ のメモリの

容量を増加 させ,端 末である程度の業務処理を行 うことのできる,い わゆる
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イ ンテ リジ ェ ン ト端 末 の 開 発 が進 め られ て い る。

メモ リと して は,ICメ モ リの ほか 磁 気 バ ブル や光 メモ リが 今 後 大 幅 に採

用 され る もの と予 想 され る。 な お,イ ンテ リジ ェ ン ト端 末 に よ りシス テ ム機

能 が 分散 で き る こ とに な るが,シ ステ ム全体 か らみ て ア ー キ テ クチ ャの検 討

が今 後急 速 に標 準 化 を 指 向 して 行 わ れ る こと に な ろ う。

電 子制 御 形 プ リ ンタは,高 速 ・低 騒音 ・高 信 頼 性 ・低 価 格 を 特長 と して着

実 な伸 び を示 して お り,主 と して モ ー タ制 御 方 式,ワ イ ヤ印 字 方式,感 熱 印

字方 式及 び イ ン クジ ェ ッ ト方 式 を採 用 した プ リ ンタが 従 来 の機 械式 プ リンタ

に代 っ て進 出 しつ つ あ る。 特 に,小 形 高 性 能 の パ ル ス モ ー タや サ ーボ モ ー タ

の実 現 に よる モ ー タ制 御 方 式 は,60字/秒 程 度 ま で逐 次 印字 が 可 能 とな っ て

お り,今 後 の低 速 プ リン タの 主 流 とな ろ う。

入 力 を 容易 に す るた め,文 字 を直 接 入 力 す る光学 文 字読 取 装 置(OCR)と

して既 に手 書 き及 び 活 字 の 英文 字,数 字,カ ナ文 字 を 読 取 る装 置が 開 発 され

て い るが 一層 の認 識 率 の 向上 が 進 め られ,更 に は漢 字 を 読 取 る装置 の開 発 が

進 め られ て い る。

磁 気記 録 媒 体 と して カセ ッ ト磁 気 テ ー プ,フ レキ シ ブル デ ィス ク及 び 磁 気

カー ドが それ ぞ れ デ ー タエ ン トリ端 末,銀 行 窓 口端 末,カ ー ド預 金 用 端 末 等

で実用 化 され てい る。 また,大 形 デ ィス プ レイ装 置 と して は,CRTが 一 般

的 に用 い られ てい るが,POS端 末,デ ー タ コ レ クタ,銀 行 用 窓 口装 置 等 に

お け る簡 易 な 表示 パ ネ ル と して プ ラズ マ デ ィス プ レイ,液 晶 デ ィス プ レイ等

も用 い られ て い る。

漢 字入 出力 装 置 と して,け ん 盤i入力装 置,漢 字 コ ー ド入 力装 置,漢 字 デ ィ

ス プ レイ,漢 字 プ リン タ等 の 開 発 が進 め られ てい る。

第6節 画像通信 システム

画像通信サービスは,従 来の音声による情報伝達に加え,情 報量豊かな視

覚情報を取 り扱 うことから,経 済社会の諸活動の効率化,省 力化に寄与 し,
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あ るい は 交 通 機 関 の 代 替 手 段 と して も期 待 され て お り,そ の た め の 各種 のサ

ー ビスの 開 発 が 進 め られ て い る。

1フ ァクシ ミリ技術 の動 向

ファクシミリは,電 話にはない記録性があること,漢 字を含む 日本語並び

に図形の情報伝達に適合する通信手段であることなどの特長を持ち,今 後の

発展が期待 されている。

我が国においては,47年 度のいわゆる網開放を機に公衆電話網を利用する

ファクシミリが発展し,事 務合理化の手段として広い分野で積極的に利用さ

れつつあ り,そ のため,電 電公社の電話 ファクスや各社の自営端末用ファク

シミリ装置が商品化されている。

また,電 話回線を利用するファクシ ミリ伝送の高速化のため,信 号の冗長

度を除去する技術と伝送路に送 り出す情報量を高密度伝送するための各種の

帯域圧縮技術の研究開発が進められてお り,A4版 の原稿の伝送速度が6分

か ら3分 へ,更 には1分 へとより高速のファクシミリの開発が進められてい

る。

国際電電では,52年1月 から2月 にかけて,同 社で開発 した超高速ディ

ジタルファクシミリ装置の日米間対向試験を行った。実験に用いた装置は,

RAC(RelativeAddressCoding)方 式に ょり信号の冗長性を削減して高速

ファクシミリ伝送を可能としたものであ り,専 用データ回線だけでなく公衆

電話回線においても効果を発揮する。

実験は,第2-7-9図 に示すように,太 平洋上のイ ンテ ル サ ットIV号衛

星,太 平洋海底ケーブル,米 国内のRCAア メリコム衛星などを組合せた専

用回線及び国際デーテル交換網を使用 して行われ,そ の結果,本 装置の高速

性,高 信頼性が確認 された。また,受 信画質は,伝 送誤 りの自動再送訂正を

行っているため,予 想どお りの好結果が得られている。

ファクシミリ伝送の各種規格に関 しては,国 際的にも種々審議 さ れ て お

り,例 えば,帯 域圧縮等の技術が異なると相互通信が不可能とな り,フ ァク
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第2-7-9図 超高速デ ィジタル7ア クシ ミリ装 置の日米間試験回線構成
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シ ミ リ通 信 の 今後 の発 展 に 大 きな 支 障 を きたす た め,CCITT(国 際 電 信 電

話諮 問委 員 会)に お い て も電 話 回 線 を利 用 した フ ァ クシ ミリに つ い て,グ ル

ー プ1(6分 機) ,グ ル ー プ2(3分 機),グ ル ー プ3(1分 機)の 分類 の下 に

冗長 度圧 縮 方 式,変 調 方 式,制 御 手順 等 の規 格 の 標 準 化 が審 議 され て い る。

51年 秋 に開 催 され たCCITT総 会 に お い て,グ ル ー プ1(6分 機),グ ル

ー プ2(3分 機) ,グ ル ー プ3(1分 機)の 制 御 手 段 に 関す る新 規 格 並 び に グ

ル ープ2(3分 機)の 新 しい規 格 が正 式 に決 定 され た の に伴 い,各 国の メ ー

カ ーが 一斉 にCCITT規 格 に 準 じた フ ァ ク シ ミ リの開 発 を 開始 してお り,我

が 国 で も電 電 公 社 を は じめ 各 社 で 急 ピ ッチ で 開発 が 進 め られ て い る。 円 滑 な

相 互通 信 を 目的 とす る標 準 化 傾 向 は,今 後一 層 強 ま る もの と予 想 され る。更

に,デ ィジタ ル デ ー タ交 換 網 を 利 用 す るデ ィジ タル フ ァ クシ ミ リ方 式,同 報

通信 方 式及 び 異 機 種 端 末 間 通 信 を 行 うた め の フ ァ クシ ミ リ蓄積 交 換 方 式 等 の

研究 開 発 も行わ れ て い る。

フ ァ ク シ ミリは,そ の 記 録 性 か ら不在 受 信 もで き るた め,家 庭 で も便 利 な

通信 手段 で あ り,小 形 化,経 済 化 を 図 った操 作 の 容易 な フ ァ クシ ミ リ装 置 の

開発 が進 め られ て い る。 フ ァ クシ ミ リの走 査 方 法 に つ い て は,高 速 化 等 に 対

処す るた め の電 子 的 走 査 方 法 の開 発 が進 み,記 録 方 法 につ い て も放 電記 録,

静電 記 録,化 学 写 真 記 録 のほ か,感 熱記 録,イ ン クジ ェ ッ ト等 の各 種 の方 式
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についても研究開発が進められている。

国際電電では,将 来のファクシミリ交換サービスに備え,方 式の異なる端

末装置間の相互通信,同 報,預 りサービス等の新サ ービスを指向す る実験用

ディジタル ・ファクシミリ交換 システムの試作研究を進めている。

本 システムの特徴の一つは,回 線交換 と蓄積交換のハイブリッド交換方式

を採用 し,サ ービスの迅速性 と融通性を兼ね備えていることである。すなわ

ち,両 通信端末が,情 報圧縮方式,解 像度,伝 送速度等において同一で,か

つ回線があいている時には,回 線交換により通信の迅速性を発揮する。両端

末の方式が異なる場合又は回線がふさがっている時あるいは同報,預 り等情

報蓄積を必要とする場合には,蓄 積交換とし,き め細かい情報処理を行 うと

ともに回線の利用効率の向上を図っている。

2行 政用 ファクシ ミリ通信 システ ム

(1)開 発の経緯

郵政省は,46年 度以来行政管理庁と共同して,各 省庁の協力を得て,行 政

情報通信ネッ トワーク(AICON)の 基礎的な調査研究を進めてきた。48年 度

からはAICON関 連技術開発 として,行 政機関における文書情報の流通特性

に適合 した効率的なファクシミリ通信 システムの開発を行 うこととし,こ れ

を郵政省が担当することとなった。

48年度及び49年 度の2年 度では,行 政機関における文書流通特性に適合し

た機能(自 動送受信,高 速化,蓄 積同報通信等の各機能)を 持った行政用標

準ファクシミリ装置仕様書及び行政用標準ファクシミリ同報装置仕様書を作

成 し,全 省庁に配布した。50年 度以降は,効 率的,経 済的なファクシミリ通

信 システムを構成するため行政用標準ファクシミリ装置と市販の低速 ファク

シミリ装置との相互接続を目的 とす る異種 ファクシミリ接続装置の開発を行

っている。

(2)開 発の内容

ア.行 政用標準ファクシミリ仕様の見直し
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49年 度 末 に作 成 した 行 政 用標 準 フ ァ ク シ ミリ装 置 の 仕様 を 一 部改 正 した。

これは,国 際 電 信 電 話 諮 問 委 員 会(CCITT)に お け る同機 種 フ ァ ク シ ミ リの

通 信方 式 の標 準 化 に関 す る審 議 が,あ る程 度 進 展 した こ とに伴 いそ の成 果 を

と り入 れ,よ り高 度 の 標 準 化 と適 用 範 囲 の拡 大 を 図 った た め で あ る。

主た る改正 点 は 次 の とお りで あ る。

① 従 来,変 復 調 器(モ デ ム)と して,CCITT規 格 の2,400b/sを 規 定 し

てい た が,4,800b/sの ものが 新 た に 追 加 され る のに 伴 い,こ れ を と り入

れ,電 送 の高 速 化 を図 った 。

② 副 走 査 線 密度 と して3.85本/mm,オ プ シ ョ ンと して7.7本/mmがCCITT

勧 告 案 と して ほ ぼ確 定 した こ とに 伴 い こ れを 取 り入 れ,従 前 の5本/mm

と合 わせ て種 類 の走 査 線 密 度 に 切 替 使 用 可能 と した 。

③ 冗 長 圧 縮 回 路 の ユ ニ ッ ト化 を 仕 様 で規 定 し,国 際 標 準 が 決定 した時 に

これ に対 処 で き る よ うに した。

イ,異 種 フ ァ クシ ミ リ接 続 装 置 の 開 発

異種 フ ァ クシ ミ リ接 続 装 置は 高 速 の行 政 用 標準 フ ァ クシ ミ リ装 置 と市 販 の

低速 フ ァ クシ ミ リ装 置 を相 互 に接 続 す る方 式 変 換 装置 と もい うべ き もの で経

済的,効 率 的 な フ ァ ク シ ミ リ通 信 シ ステ ムを構 成 す るた め に 必要 と され る も

の であ る。

50年 度 は,異 種 フ ァ ク シ ミ リ接 続 装 置 の 方 式 設計 を行 い,方 式 変 換 の機 能

を確認 す るた め の 装 置 を製 作 した。

51年 度 は,コ ンピ ュー タに よる シ ミュ レー シ ョン試 験 を 行 うと と もに装 置

を用 い て実 際 に 異機 種 間 フ ァ クシ ミリの 通 信 を 行 い,最 適 な 方 式 変 換技 術 を

確立 した。

そ の結 果,方 式 変 換 に伴 う了 解 度 の劣 化 は,明 朝 体 漢 字4号 活 字 の原 稿 を

低速 フ ァ クシ ミ リ装 置 か ら高 速 フ ァ クシ ミ リ装 置 に電 送 した場 合1%程 度,

高速 フ ァ クシ ミ リ装 置 か ら低速 フ ァ クシ ミ リ装 置 に電 送 した 場 合1%な い し

数%で あ り,予 期 の成 果 が 得 られ た。

また,シ ュ ミ レー シ 三ン試験 に おけ る最 適 な方 式変 換 法 は,第2-7-10表
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の とお りで あ っ た 。

第2-7-10表

ム
冊

二=口

異種ファクシミリ間の方式変換方法

方 向

高 速 フ ァ ク シ ミ リ

装 置

1

ー

低速 ファクシ ミリ

装 置

ミ、シク7フ速

置

低

装

ー

ミ
ヘシクアフ速

置

高

装

変換項目

画面 サイズ

(B4判 →

A4判)

主走査画素

密度

副走査線数

画面サイ ズ

(A4判 →

B4判)

最適方式
変換方法

全画面変換

間 接変 調

密度比変換

縮小 変 換

説 明

高速 ファクシ ミリ装 置の走査線長 と

低速 ファクシ ミリ装 置の走 査線長が

同 じになる ように高速 ファクシ ミリ

装置 の走査線長を縮小す る方法

高速 ファ クシ ミリ装置 のデ ィジタル

信号を低速 ファ クシ ミリ装置のアナ

ログ信号へ変換す る際に,黒 信号が

あ る場合には,そ れを強調 して画素

処理をす る方法

高速 ファ クシ ミリ装置 の副走査線数

と低速 フ7ク シ ミリ装置 の副走査線

数の整数比で,高 速 ファ クシ ミリ装

置の副走査線の本数を まび く方 法

低速 ファクシ ミリ装置の主走査 の画

素 数 と高速 ファクシ ミリ装置の主走

査 の画 素数 と同 じになる よ うにす る

方法

3同 軸 ケープル情報 システ ム(CCIS)

CATVは,そ の構 成 要 素 で あ る同 軸 ケ ー ブル が,現 在 の 技 術 で もテ レビ

ジ ョン換 算30回 線近 くの極 め て 多量 の情 報 を伝 送 す る能 力 が あ り,テ レ ビジ

ョ ン放 送 の再 送 信 以外 に 多種 多様 な情 報 の伝 送 を 可能 とす る と ころ か ら,今

後 住 民 の 生活 に必 要 な情 報 を提 供 す る コ ミュ ニテ ィネ ッ トワ ー ク と してふ さ

わ しい情 報 メデ ィア で あ るCCIS(CoaxialCableInformationSystem,同

軸 ケ ー ブル情 報 シス テ ム)に 発 展 す る可 能 性 を有 す る もの と して一 般 の期待

と注 目を集 め て い る。CCISの 利 用 形 態 と しては,放 送 の再 送 信,自 主 制 作

番 組 の提 供 等放 送 型 の サ ー ビス の ほか に,シ ス テ ム に双 方 向伝 送 機 能 を 持 た
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せ る こ とに よ り,加 入 者 か らの 要 求 に 基 づ き情 報 を提 供 す る個 別情 報 サ ー ビ

ス,電 気,ガ ス,水 道 等 の 自動 検 針,防 災,防 犯 の ため の警 報 を 発す る よ う

な集配 信 サ ー ビス 等 多種 多 様 な サ ー ビスを 行 うこ とが考 え られ て い る。

CCISに つ い て の 研究 開 発 は,米 国,フ ラ ンスに お い て パ イ ロ ッ トシ ステ

ムに よる実 験 が 行 わ れ て きて お り,一 部 の シ ステ ム機 器 に つ い ては,既 に 実

用 の段 階 に達 して い る もの が あ る。

しか しなが ら,現 実 にCCISが 普 及発 展 し,社 会 的 に 機 能 して い くため に

は 低廉 な シス テ ム の開 発 等 解 決 すべ き多 くの問 題 が あ る。

そ こ で,こ の社 会的 に有 用 なCCISの 普 及 発達 を図 るた め,郵 政 省,通 商

産 業 省等 に お い て,CCISの 研 究 開 発 等 が進 め られ て い る。 現 在,多 能型 の

CCISと しては,郵 政 省 の 生活 情 報 シス テ ム と通 商産 業 省 の映 像 情 報 シス テ

ムの二つ の シ ステ ムの研 究 開発 が 具 体 的 に 推 進 され て い る。

(1)生 活 情 報 シ ステ ム の 開 発

郵 政 省 では,CATVの 多 角 的 利 用 の 可能 性 を 検 討 す るた め,46年 にCCIS

調査 会 を 設置 し,調 査 研究 を 行 い,そ の調 査 結 果 等 を 受 け て東 京 都 下 多 摩 ニ

ュータ ウ ンに お い て,CCISを 利 用 した 生活 情 報 シス テ ムの 開 発実 験 を 行 う

こ とと した。 実 験 は,CATVの 利 活用 に 資す る ため,テ レビ ジ 胃ンの再 送

信,通 常 の 自主放 送 の ほか,CCISに よ り実 現 可 能 な 各種 のサ ー ビスの うち

住民 の ニ ー ズが 強 く,実 現 が比 較 的 容 易 と思 わ れ る各 種 サ ー ビスを 実 際 に住

民に提 供 す る こ とに よ り,住 民 の ニ ー ズ,経 営上 の諸 問題 技 術 上 の 諸 問

題 コ ミ昌ニテ ィに お け るCCISの 役 割 等 を 解 明す る ことを ね らい とす る も

の であ る。

実験 調査 に必 要 な 設 備 等 の 開発 は,48年 度 か ら開 始 され50年 末 ま でに 実験

の準 備 が整 い,51年1月 か ら実 験 が 約250戸 を 対 象 に して 開始 され た。 実 験

では,テ レビジ ョン放 送 の再 送 信 及 び 自主 放 送 に加 え て,新 し く開発 した機

器 を用 い て,自 動 反 復,有 料 テ レ ビジ ョン,放 送 応 答 静 止 画 フ ァ ク シ ミ

リ新 聞,フ ラ ッシ ュ ・イ ン フ ォメ ー シ ョンの6種 類 のサ ー ビスを提 供 して い

る。更 に,51年10月 か ら,対 象 区域 を 他 の 住 区 に拡 げ,か つ 対 象 戸 数 を 約



一318一 第2部 各 論

250戸 追加 してサービスす るとともに,従 来のサービスにメモコピー及び親

子テ レビジョンを迫加提供している。 また,こ れらのサービスに対する利用

実態調査等を行い住民ニーズ等のは握に努めている。

実験は,引 き続 き行われているが,52年 度は住宅総合管理情報システムを

本 システムの中に統合化す るため,新 しいサービスとして防災,防 犯サービ

ス及び自動検針サービスを追加提供するようその準備を進めている。

(2)映 像情報システムの開発

通商産業省では,国 民生活面へのコンビ凸一タを適用して,生 活 の 情報

化,高 度化を図ることにより国民福祉の向上に資す る観点から映像情報シス

テムの開発実験を行 うこととした。この映像情報 システムは,映 像関連技術,

伝送技術及びコンビ_一 タ技術を基礎とし,家 庭にいる利用者からの要求に

こたえて,望 む情報を映像で提供す る,い わゆる双方向の情報処理 システム

である。サービスとしては,端 末機からの リクエス トにこたえて各種のデー

タやテ レビ番組を提供す るデータリクエス ト,テ レビジ ョンリクエス ト,生

涯教育を可能とす るCAI,コ ミ凶ニティの形成に有効な自主放送,防 災 ・防

犯 ・保健 ・福祉サービス等の多くのサービスが予定 されている。実験は,47

年度から奈良県 ・東生駒 ニュータウンを実験モデル地区に,映 像情報システ

ムの研究 ・開発を進めてきたが,社 会情勢の変化に伴い当初の全体計画を見

直 した結果,将 来の発展を考え,同 軸 ケーブルに代え今世界で注目を集めて

いる光通信ケーブルを採用す ることに決めた。51年 度からセンター機器,伝

送機器,端 末機器等のシステム機器の開発製造及び情報ソフ トウエアーの作

成を行ってお り,54年 から本格的実験に備えるべ く準備を進めている。

4そ の他の画像通信技術

テ レビ電話は,電 電公社により,45年 の万国博に出展 された1MHz方 式

の装置に引き続き開発が進められている。

47年12月 からは,特 定老間のある限られた範囲で用いられる4MHzの グ

ループタイプの白黒テレビ電話サービスが試行的に開始 された。また,49年
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には,全 国的 規 模 を 想 定 した1MHz方 式 及 び4MHz方 式 の 白黒 テ レビ電話

の試験 が 東京,大 阪 で実 施 され た。 これ らの 試験 結 果 を もとに,各 種機 能 の

充実,経 済 化 の検 討 が進 め られ てい る。

テ レ ビ会 議 は,遠 く相 隔 っ た地 点 相 互 間 で の 会議 を 可能 とす る も の で あ

り,乗 り物 に 乗 って 会 議 に 出席 す る ため の旅 行 時 間 と経 費 等 の 節約 が 図 れ,

また,省 エ ネル ギ ーに 貢 献す るため,諸 外 国 に お い て も種 々の 開 発 が進 め ら

れ てい る。 我 が 国 に お い て も,電 電 公 社 に よ り45年 度 か ら研究 が 開始 され,

51年5月 か らモ ニ タテ ス トと して カ ラー テ レビ ジ ョンに よる テ レビ会議 方 式

が東京 及 び 大 阪 間 に お い て運 用 され てい る。

CCTV(ClosedCircuitTelevision)の 分野 では 電 電公 社 に よ り44年 度か

ら映 像伝 送 サ ー ビス が 開始 され てい る。 この サ ー ビスは,当 初,4MHzの

白黒テ レビジ ョ ン信 号 を 約10㎞ の範 囲 で伝 送 す る もの で あ った が,47年 度 に

は,範 囲が20㎞ に 延 長 され カ ラー伝 送 も行 わ れ る よ うに な り,交 通 管制 等 の

遠 方監 視,ホ テ ルを 結 ん だ 外 国語 有 線放 送,書 類 照 会 に利 用 され て い る。 更

に,51年 度 には,大 阪 京 都 間 約60㎞ をC-60M方 式 で結 ぶ 中距 離 サ ー ビスが

開始 され た。 ま た,ベ ー スバ ン ド伝 送 区 間 の伝 送 距 離 の拡 大 を 図 るた め,テ

レビジ ョ ン信 号 等 の 広帯 域 伝 送 に 適 す る広 帯 域対 形 ケ ー ブル を 媒体 とす るベ

ースパ ン ド伝 送 方 式 の実 用 化 も行わ れ た。

将来,予 想 され る 国際 テ レ ビジ ョン伝 送 路 の デ ィジ タル 化 に際 して は,経

済的伝 送 の た め に,高 能 率 符 号 化 方式 は必 須 技 術 であ る。 こ の ため 国 際電 電

では,従 来直 交 変 換 符 号 化 方 式 の研 究 を 行 っ て きた が,50年 よ りそ れ に加 え

て,輝 度,色 度 の複 合 信 号 で あ るNTSC信 号 を 各 信 号成 分 に分 離 す る こと

な くそ の ま ま予 測 符 号 化 す る直 接予 測 符 号 化 方 式 の 開 発 を進 め てい る。 この

方式は,簡 単 な 装置 で,よ り よい 画 品 質 を実 現 で き る こ とが 特微 で あ る。動

画像を 含 む 実 際 のNTSC画 像 を 用 い た これ ま で の シ ミュ レー シ ョ ン実 験 の

結果 か ら,フ ィール ド内 の 予 測 方式 に よ り,32～44Mb/s程 度 の伝 送 レー ト

で放 送 テ レビ ジ ョンの品 質 を 満 足 す る こ とが 可能 な こ と,ま た,カ メ ラが 固

定 され るテ レビ ジ ョン会 議 サ ー ビスな どの場 合,フ ィール ド間 の予 測 方 式 に
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よ る16Mb/s程 度 の 伝 送 レー トで,十 分 な 画 品質 を達 成 で き る見 通 しが 得 ら

れ て い る。

第7節 衛星通信の研究

1通 信方式

電波研究所鹿島支所においては,50年 度以来,離 島通信,非 常通信あるい

は移動通信等小規模地球局衛星通信に有効なSSRA(周 波数拡散ランダム接

続)通 信方式の改良について研究を進めている。従来のSSRA方 式の欠点

は,同 時通信可能局数が小さいことであるが,改 良方式では,妨 害局信号に

よる雑音成分を除去する方式を導入して,信 号対雑音比の改善及び通信容量

の増大が期待される。これら研究の成果は,CS実 験計画の一環に組み込ま

れてお り,実 験のための所要の準備が進められている。

また,ミ リ波(K一 パ ンド)と センチ波(C一 バンド)切 替方 式 に よる

TDMA等 ミリ波周波数帯電波の有効利用についても検討を進めている。こ

れらの基礎となるものは,ミ リ波の衛星一地上間伝搬特性,特 に降雨の影響

である。このため,51年 末に完成 したETS-H型 衛星用の高感度受信施設

を用い,52年2月23日 打ち上げられたETS-H型 衛星からの電波の受信を

行っている。この実験結果を参照 して,降 雨減衰シミュレータを開発し,ミ

リ波帯衛星通信方式の研究を進める予定である。

2衛 星管制

電波研究鹿島支所は,ATS-1衛 星を用いた静止衛星の軌道と姿勢の決定

・予報 ・修正実験,二 次推進系推力測定及びアンテナパターン測 定 を実 施

し,52年 度打上げ予定のCS,BSの 運用管制に必要な静止衛星管制技術の

基礎を修得 した。軌道決定については,NASAの 決定値と数百mの オ'一ダー

で一致した。

これらの技術を生か し,52年 度からは,CS,BSの 運用管制と実験を実
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施する計画である。

将来の衛星運用管制システムについては,そ の省力化と高性能化が望まれ

る。このために,ISS運 用管制 システムを改修 ・拡張し,移 動衛星のみでな

く静止衛星も同時に運用管制 しうるシステムを開発 し,53年 度打上げ予定の

ECSに より実験を行 うべく準備を進めている。

さらに,低 高度の移動衛星を対象とす る運用管制データ中継を効率的に行

うため,静 止衛星を中継局 として利用するTDRS(ト ラッキングデータ中継

衛星システム)の 調査研究を進める予定である。

これらの衛星管制 システムの高性能研究を推進するため,衛 星管制シミュ

レータの導入を検討するとともに,衛 星搭載運用管制方式に つ い て も,実

験,研 究を推進する計画である。

3衛 星の高精度姿勢検出 ・制御

我が国の宇宙開発もようやく各種衛星の実用化時代に入 りつつある。この

ような現状において,打 ち上げられた衛星を通信,科 学探査等の目的により

効果的に利用するために姿勢 ・位置の精密測定及び制御は重要な 課 題 で あ

る。

すなわち,各 種分野における人工衛星打上げ個数の増大,通 信需要の増大

及び通信形態の多様化に伴い,宇 宙通信においてもミリ波等のより高い周波

数帯の開発が世界的す う勢 となっているが,ミ リ波帯による高利得アンテナ

が用いられるようになると電波のビーム幅が狭くなるので,従 来以上に精度

のよい姿勢制御と正確な位置の決定が必要 となる。高精度の姿勢制御ができ

るようになれぽ,更 に電波 ビームを狭めることにより,周 波数の空間的再利

用が可能となるので,電 波の有効利用にもつながる。

このため,電 波研究所では,レ ーザを利用 した衛星の三軸姿勢決定方式を

提案し,理 論的検討と基礎実験を行ってきた。このシステムによれば,衛 星

にレーザ受信装置を搭載 し地球局から偏光面を回転させたレーザ光を送信す

ることにより衛星の三軸姿勢を高精度で決定することができ,ま た制御も可
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能 となる。

このシステムの特徴は,高 精度のみならず,一 方向か らのレーザ光受信で

姿勢の三要素を決定 してしま うことにあ り,我 が国の独創的な姿勢決定シス

テムとして早期実用化のための研究を進めている。

4ミ リ波 通信

ミリ波を衛星通信に利用 しようとする場合,電 波伝搬上の最 も大きな問題

は降雨減衰と降雨による交 さ偏波識別度の劣化である。

降雨減衰は,電 波伝搬路上の降雨域の各部分において電波の受ける減衰の

積分効果 として現われるものであるが,こ の現象を一層詳細に究 明す るた

め,電 波研究所では新 しい方式の気象 レーダを鹿島支所に設置した。この装

置が,技 術試験衛星ETS-H以 後の各種の通信衛星実験において活躍する

ことが期待されている。

周波数有効利用のため直交偏波にそれぞれ別個の情報を乗せて同時に伝送

しようとする場合,電 波伝搬上大きな障害となるのは降雨による交さ偏波識

別度の劣化である。

数年来電波研究所では,こ の問題について,理 論研究を進めて きて い る

が,雨 滴の落下傾斜角がガウス分布にて変動するものと仮定 した場合,従 来

から用いられてきた 「差の伝搬定数」をいくぶん修正することによって,交

さ偏波識別等の劣化を容易に計算できる理論式が導かれた。一例として,こ

の方法による計算値は,イ ンド洋衛星にアクセスしている国際電電山口衛星

通信所によって求められた測定結果を非常に良く説明できた。

第8節 その他の研究

1電 話サ ービスの多 様化技術

近年の生活水準の向上と福祉社会指向に伴い電話サービスに対する要望は

量的な ものから質的なものへと変 り,ま す ます多様化 ・高度化するとともに
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便利で快適なものがより一層求められてきている。このため電電公社では,

効用が高いもの,公 共性があり社会福祉に役立つもの,地 域社会の発展に寄

与するものなどを中心に,新 しい電話サービスの実用化が進められている。

小形軽量で使い易くスピーカ受話機能等新 しい機能を持ち,ス マートなデ

ザインの ミープッシュホン(700P形 電話機)が 開発され商用に供され て い

る。また,ス ピーカ ・マイクロホンにより通話のできる拡声電話機の開発が

進められている。この電話機は,送 受話器を手に持つことなく通話できるこ

とから電話の効用の新 しい面をひらくものとして期待 されている。

公衆電話サービスの向上を図るため,押 しボタンダイヤル式公衆電話機の

実用化に続いて,10円 と100円 硬貨が併用できる卓上形公衆電話機の開発が

進められている。

社会福祉に役立つものとしては,難 聴者のための電話機 シルバーホン(め

いりょう)及 び公衆電話機のほか一人暮らしの老人を対象とした電話装置 シ

ルバーホン(あ んしん)が 実用化され,引 き続き,難 聴者のための公衆電話

機やシルパーホ ン(め い りょう)で も通話困難な難聴者及び弱声者を対象と

する骨伝導電話機の実用化が進められている。骨伝導電話機には,頭 部等の

骨の振動を介 して内部聴覚に音を伝達する受話タイプ及び発声の際に生ずる

骨の振動を利用する送話タイプの2種 類がある。

一方,電 話局から遠 く離れた比較的需要の少い過疎地域に対 して,経 済的

に電話の充足を可能とするため,デ ィジタル加入者線多重化方式,加 入者線

搬送方式,マ ルチアクセス加入者線無線方式及び過疎地域用加入者交換方式

等の実用化が進められている。

2通 信網の信頼性向上技術

社会活動,国 民生活の中枢神経 として大きな役割を果している電気通信を

確保するため,種 々の検討が進められている。

水害,火 災等により電話局の局内設備が被災 した場合,早 急に復旧を図る

ため,電 子交換方式を用いた大容量可搬形電話局装置の実用化が進められて
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いる。

また,災 害時等における電話の異常ふ くそ うで発生す るトラピックの変動

に対応 して,通 信網の疎通能力を最大限に発揮す るため,電 話局の トラピッ

クデータを収集し,異 常を検出した場合に う回拡大や呼の規制等適切な網制

御を行 う自動即時網管理方式の開発が進められている。

更に,災 害時における通信の確保を主 目的 とし,臨 時回線や離島回線にも

使用できる商用中容量衛星通信方式の研究が進められている。 この方式は,

電話3,000回 線及びカラーテ レビジョン2回 線が伝送できる。

周波数帯は,準 ミリ波を主とし,マ イクロ波を従 として用いるもので,固

定局,車 載局,衛 星及び衛星管制 システムの研究が行われている。

3国 際通信技術

(1)衛 星 回 線 に お け る エ コ ー対 策 技 術

長 遅 延 回 線 で の 通話 時 に生 ず る エ コー対 策 と して,国 際 電電 で は,エ コー

サ プ レ ッサ の 欠 点 を 除 い た エ コー キ ャ ンセ ラの研 究 を 進 め て い る。

エ コ ーキ ャ ンセ ラは,エ コー と同 じ ものを 複 製 し,こ れ を本 もの のエ コー

か ら差 し引 くこ とに よ りエ コー を打 ち消 す もの で,現 用 の エ コーサ プ レ ッサ

の欠 点 で あ る言葉 の 切 断,残 留 エ コー等 を除 き,更 に デ ー タ通 信 時 にお け る

エ コ ーサ プ レッサ の着 脱 を不 必 要 とす る な どの利 点 が あ り,国 際電 話 回線 の

通 話 品 質 向上 に 効 果 が あ る。

こ のエ コ ーキ ャ ンセ ラの 設計 基 礎 資料 を得 るた め,実 験 用 エ コー キ ャ ンセ

ラが 試 作 され,各 種 テ ス トが 実 施 され た。 更 に,マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ等 の

外 部 技 術 を 用 い る小形 化,経 済 化 に つ い て の 開発 が進 め られ て い る。

(2)ト ラン ス マ ルチ プ レク サ

近 年,PCM時 分 割 多 重(TDM)に よ るデ ィジ タル 伝送 路 の 開 発 と導 入が

盛 ん で あ るが,一 方,周 波 数 分 割 多 重(FDM)に よ る既 存 の ア ナ ログ伝 送 路

も依 然 多 く使 用 され てお り,TDM回 線 とFDM回 線 の 円滑 な 相 互 接 続 が重

要 な 問題 とな って きて い る。 トラ ン スマ ル チ プ レ クサ は,TDM信 号 とFDM
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信号 を多 重 化 レベ ル で 直 接 相 互交 換 す る装 置 であ り,回 線 レベル で接続 す る

従来 の方 式 に 比 し,装 置 の 小形 化,低 価 格 化,通 信 の高 品質 化 の 点 で 有利 で

ある。

この た め,国 際 電 電 に お い て は,デ ィジ タ ル衛 星 回 線 と 中央 局 一 地球 局 間

FDM連 絡 線 の相 互 接続 を 目的 と した トラ ンス マ ル チ プ レ クサ の研 究 が進 め

られ,52年3月 に24回 線PCM基 礎 群1群 と12回 線FDM基 礎群2群 とを相

互変換 す る試 作装 置 を 完 成 して い る。

この種 の 装 置 は,種 々 の領 域 に 適 用 され る と予 想 され,引 き続 き相 互 変 換

にお け るハ イ ア ラ ーキ レベ ル及 び 諸 特 性 の標 準 化 等 に つ い て 検 討 が進 め られ

て い る。

(3)誤 り訂 正 技 術(FEC;ForwardErrorC①rrection)

衛 星 通信 にお い て,PCMに よ り高 速 デ ィジ タル伝 送 を 行 うこ とが で きる

通 信方 式 と しては,SCPC(SingleChannelPerCarrier)及 びTDMA

(TimeDivisionMultipleAccess)が あ る。 しか しな が ら,制 限 の あ る回

線 品質 の 下 で,い か に低 い ビ ッ ト誤 り率 で よ り高 速 の デ ィ ジタ ルデ ー タ伝 送

を実現 す るか が問 題 と な って くる。

FECは,こ の よ うな通 信 方 式 を 利 用 した高 速 デ ィジ タル デ ー タ伝送 に お

け る誤 り訂 正 技 術 の 一 つ で,事 前 に デ ィジ タル情 報 列 に 特 殊 な形 で チ ェ ック

ビ ッ トをそ う入 して符 号化 し,受 信 端 で 自動的 に符 号 誤 りを 訂正 す る方 式 で

あ り,SCPC方 式 では,既 に そ の有 用 性 が 確 認 され て い る。TDMA方 式 で

は,SCPCと 信 号 形 態 が 異 な る こ とか ら,そ の適 応 性 につ い て の検 討 が必 要

であ り,国 際 電 電 が,イ ンテ ル サ ッ トと研 究 開 発 契約 を結 ん で研 究 を進 め て

い る。 この研 究 は,ま ず 各 種 符 号 の能 力,構 成 方 法,適 応 性等 の基 礎 研究 を

行 い,そ の結 果 を もとに 装 置 の 試 作 が行 わ れ る予 定 で あ る。

(4)大 電 力TWT(進 行 波 管)増 幅 器 の非 線 形 補 償 回路(リ ニ ア ライ ザ)

国際 衛 星 通信 に お い て,国 際 電 電 の地 球 局 の よ うに 多数 の相 手 地 球 局 と通

信す るに は,複 数 の搬 送 波 の送 出 が 必要 と な る。 この 様 な 地球 局 の電 力 増 幅

器 は,割 り当 て られ た周 波 数 帯 域 幅(500MHz)を カバ ー し,か つ,ま とめ
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て送信される各搬送波の電力が十分なものでなけれぽならない。

これら複数の搬送波を,一つのTWTで 送信するためには,大 電力のTWT

が必要となるが,TWTの 特性上そのリニアリティが悪 く,一 般には最大出

力の10～20%で 使用せざるを得ない。このリニアリティを向上させるために

各種の研究が進められているが,国 際電電では,大 電力TWTの 非線形特

性を低電力TWTを 使用 した逆特性の回路で補償することにより,リ ニア

リティを大幅に改善することに成功 した。

本方式は,① 補償帯域幅が広い(500MHz以 上),② 補償入出力特性の可

変範囲が広い,③ 逆特性を得るための調整が容易であるとい う特徴を備えて

お り,今 後実用化する方向で研究が進められている。

4降 雨ダイバシチ技術

インテルサ ットV号 系で使用を予定されている14/11GHz帯 の電波は,通

常使用する6/4GHz帯 に比較 し,周 波数が降雨によって減衰を受けやすい。

これまでの調査結果に よると,こ の周波数帯で我が国からインド洋衛星に

アクセスす る場合,低 仰角のため降雨減衰の影響が大であ り,十 分な回線稼

動率を得るためには,局 間距離を10～30㎞ とった空間ダイパ シチによる送受

切替方式の採用が必要不可欠 とされている。

国際電電では,こ のような背景のもとにダイバ シチシステムを設計する上

で必要 となる次の2項 目について研究を進めている。

(1)ダ イバシチ効果

空間ダイバ シチで十分な改善度を得るために必要 とされる2局 間距離を明

らかにするため,大 気雑音の観測から降雨減衰を推定できるラジオメータシ

ステムと降雨計を用いたダイバシチ実験を,51年12月 から瀬戸内海沿岸で開

始している。

(2)TDMA用 ダイバシチ地球局の構成

空間ダイパシチをTDMA(TimeDivisionMultipleAccess)方 式に適用

した場合,地 球局において信号の同期 と切替えが特に重要な問題 とな るの
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で,こ れ に つ い て の研 究 が進 め られ て い る。

この基 本 シス テ ム構 成 を第2-7-11図 に 示 す 。

第2-7-11図 ダ イバ シチ システムの構成図
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5通 信用電源技術

電気通信サービスの多様化と高度化に伴 う通信機器の発展は,高 精度,高

信頼度で大容量の通信用電力の開発を促 し,ま た,電 力機器の小形,軽 量化

が要求されている。

直流供給方式については,高 品質直流出力を得 るため,パ ワトランジスタ

等を使用した高効率,小 形,低 騒音の各種DC-DCコ ンバータの開発が進

められている。交流供給方式については,商 用電源を受電 して,こ れを無停

電,定 周波,定 電圧等多様な要求条件の交流出力として得るため,サ イリス

タ等を採用した整流装置とDC-ACイ ンバータの組合せによる各種交流電

源が実用化されつつある。

また,通 信用電力を安定に供給す るため,各 種の予備電源装置を設置して

いるが,デ ータ通信サービス等の進展に伴い所要電力が大容量化 し,従 来の

ディーゼルエ ンジンでは対処 し得なくなっているので,ガ スタービンエンジ

ンを用いた予備電源装置の開発を進め,10,000KVAの ガスタービン発電装

置が実用化されている。 さらに,蓄 電池については,触 媒栓を用いて電槽内

に発生するガスを水に還元することにより補水周期を大幅に延長した全密閉
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形 鉛 蓄 電 池 の 実験 を進 め て い る。

6省 資源関連技術

資源保護,環 境保全は,我 が国ばか りでな く世界的な課題となってお り,

資源の有効利活用,代 替資源の開発について検討が進められている。

電電公社では,ケ ーブル屑等の廃棄プラスチックの利活用を図 る とと も

に,銅 資源の枯渇化傾向に備え,ア ル ミ導体ケーブルの実用化を進め地下配

線用ケーブルへの適用についての試験に引 き続 き架空用ケーブルへの適用を

図るための試験が行われている。

さらに,省 エネルギー・省資源あるいは環境保全を図るものとして,ま た

商用電源の得 られない地域あるいは商用電源を得るのに多額の費用を要する

地域の通信用自立電源 として,新 エネルギー変換電源方式の実用化が進めら

れている。すなわち,太 陽エネルギーや風力等の自然エネルギーを利用する

通信用電源装置として太陽電池式電源装置の試験が行われているほか,風 力

発電式電源装置についても開発が進められている。

7電 離層の観測

電離層の観測は,短 波無線通信回線の設計及び運用上不可欠な もの であ

り,我 が国では,国 際地球観測年をは じめとする数次の国際共同観測に参加

し,電 離層の世界分布の究明に貢献 してきた。研究面では,地 上からの観測

と人工衛星,ロ ケット等により上空からの立体観測が行われ太陽地球間物理

学(STP)の 新分野を誕生させた。

人工衛星を利用した宇宙通信は急激に利用が上昇 し,国 際幹線は短波通信

からマイクロ波通信に移行した。 しか し設備が簡便で経費の安い短 波 通信

は,国 際幹線通信から,そ の利点の大 きい小型船舶等移動用の通信への利用

の転換が進み,日 本では重要な通信手段とな り,そ の電波の伝搬状況の利用

地域における詳細な予報 ・警報の必要性がます ます重みを増 してきた。

郵政省電波研究所では,こ のため国内の5観 測所で実施 している電離層定
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常観測と平磯支所で行っている太陽電波等の観測から電波の週間予報や3か

月先の電波伝搬予報を行ってお り,異 常現象の警報も高確率で実施 してきて

いる。

51年は電離層観測衛星 「うめ」が打上げられ,地 上観測点のない無人地域

の観測結果が得られ,一 層の精度の向上が期待されたが衛星の機能停止で目

下中断している。本年は,国 際磁気圏観測計画(JMS)の 初年度であ り,秋

田では流星 レーダ観測が始められ電離層下部の研究が進められている。 コン

ビ_一 タを利用 した電波予報システムも完了 し,52年1月 分の月 間 予 報 に

は,国 内3地 点を基点 とする国内近距離漁船用のより使い易い短波予報のサ

ービスを行 うようになった。

南極地域における電離層の観測には毎年参加 してお り,今 期は,オ ーロラ

発生時のロケッ ト観測の成功により極地域の上層大気の研究に有益な資料が

得られた。

近年各種公害問題が話題になっているが,超 高速航空機によるオ ゾン破壊

が日常生活に影響することが指摘 され,地 球環境の監視が重要視されるよう

になった。このため電離圏に限 らずもっと広範囲(特 に中間圏以下成層圏ま

で)の 大気の観測が必要とされ,電 離層観測技術の応用 ・発展が期待 されつ

つある。

8時 間及び周波数の標準

最近,我 が国でもカラーテレビジョンの多元同期,ロ ケット追跡ステーシ

昌ンの時刻同期等諸科学分野において確度の高い時間及び周波数の原子標準

器を必要とする範囲が多くな りつつある。このような情勢の下で,電 波研究

所の原子周波数標準の高確度化はもちろんのこと時間及び周波数の精密計測

あるいは校正法,標 準の更に高精度な供給法等の開発がますます重要となっ

てきている。

我が国の時間及び周波数のより高精度原器として新設した2台 の水素メー

ザを,昨 年に引 き続 き原器としての整備を行っている。それとともに,高 精



一330一 第2部 各 論

度実用セシウム標準器の開発のため,実 験装置本体部の試作を完了し,現 在

回路系の製作を進めている。

さらに,郵 政省電波研究所では,通 信,計 測,測 地等の各分野からその実

現を期待されている超高安定発振器の開発実用化を目途として,超 伝導空胴

発振器の開発に着手した。51年 度は,極 低温装置等の試作が行われている。


